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第 1 章 はじめに 

 

 第 1.1 節 研究の背景 

（1）歴史災害研究   歴史災害は主に第二次世界大戦前までの時期に発生し、史資料

などからその発生が認識でき、復原できる災害を指す 1）。この歴史災害を復原し、経年性

や季節性、地域性など災害の諸特徴を解明することを目的とした研究は歴史災害研究と呼

ばれ、その成果が今日の防災計画などに活かされることが求められている 2）。この歴史災

害研究には 2 つのアプローチが存在する。1 つが今後の災害対策のために過去の災害のメ

カニズムを解明するための情報を収集し分析する自然科学の研究で、もう 1 つが災害を人

間社会との関わりの中で捉える人文社会科学の研究である 3）。ちなみに、災害史研究とい

う呼称も歴史災害研究とほぼ同様の意味で用いられる場合もみられるが 4）、主に歴史学の

分野で使用されることの多い、災害の史的変遷に着目する歴史災害研究の一部として考え

るべきである。 

歴史災害研究の先行研究は、全体としてみれば前者の自然科学の研究の比重が大きい中

にあって、人文社会科学における歴史学の分野から発展させてきたのが北原糸子である。

北原は 1983（昭和 58）年に『安政大地震と民衆―地震の社会史―』を出版し、単に被害を

受ける受動的な人間像ではなく、災害に能動的に関わってきた人間像を打ち出した災害史

を世に問うた 5）。以来、阪神・淡路大震災や東日本大震災などの経験も踏まえながら、被

災後の人間の対応に着目した災害史を災害社会史と位置づけ、その構築を一貫して目指し

てきた 6）。また、笹本正治は 1994（平成 6）年に『蛇抜・異人・木霊―歴史災害と伝承―』
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を、2003（平成 15）年に『災害文化史の研究』を刊行し、伝承など民俗的な資料を用いて

災害常襲地域の住民に受け継がれてきた知恵や災害観を考察した 7）。 

2003 年はまた、国が中央防災会議に「災害教訓の継承に関する専門調査会」を設置した

年でもある。この調査会には北原も加わっているが、文理融合の観点から過去の災害につ

いて調査され、2010（平成 22）年までの間に 23 の災害について調査報告書が順次まとめ

られた 8）。このように、過去の災害から教訓を得る作業は国家的な取り組みとしても行わ

れるようになった。さらに、2006（平成 18）年には『日本災害史』9）が、2012（平成 24）

年には『日本歴史災害事典』10）が刊行された。中でも過去の災害（とりわけ大災害）を網

羅的に取り上げて記述した成果として『日本歴史災害事典』が注目される。同事典では「発

生機構、被害実態、社会的対応、復旧・復興過程、防災上の意義」のような項目について

人間の対応という観点から各災害事例を記述することが目指された 11）。同事典の編者には

北原も名を連ねており、近年の歴史災害研究は北原を中心に進められているといっても過

言ではない。その北原は歴史災害研究では研究分野を超えた連携による新たな資料の読み

方が求められる一方で、個々の研究分野での深化の必要性も説いている 12）。では、北原の

指摘に対して地理学ではどのように応えられるのであろうか。 

（2）歴史地理学における歴史災害研究   災害は自然現象と社会現象との絡み合いの

中で発生する以上、自然と人間の関係こそが問われなければならない。また、災害は特定

の地域・時代の中で発生するものでもある。このために、地域を分析対象とし、自然現象

と人文・社会現象とを同時に加味して総合的に理解しようとする地理学の視点は、歴史災

害研究の中でも独自の視点をもっており、さらなる貢献が求められているところである。
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地理学の中でもとりわけ歴史災害を扱う分野は歴史地理学である。1998（平成 10）年の歴

史地理学会の共同課題『災害・防災への歴史地理学的アプローチ』の趣旨では、①過去に

おける自然災害の復原、②過去の災害に対する社会的対応・人間行動に関する分析、③災

害常襲地における環境知覚・環境評価の分析、という 3 つの方向性が課題として挙げられ

た 13）。中でも①の災害の復原に関する研究が今日に至るまで継続的に積み重ねられてきた。

①の観点、すなわち過去の災害の実態把握は②や③の研究を進めていく上でも必須の事項

であり、これまでの研究で重要視されきたのも当然といえる。本稿でも①の研究が未だ十

分でないとの考えから、①の研究を中心に論じるものである。この①の研究では、たとえ

ば、寺院過去帳 14）や地名 15）、考古資料 16）、地籍図 17）、絵図 18）などの資料を用いた研究

が進められ、これらの資料を複数用いた復原方法の提案もなされてきた 19）。そして、①の

研究に対しては、以下の 3 つの課題が挙げられる。 

第 1 に、被災地域をより詳細な地域スケールで検討することである。2013（平成 25）年

6 月に災害対策基本法が改正され、地域コミュニティの自発的な防災活動の推進を促すこ

とを目的とした地区防災計画制度が翌年 4 月に施行された 20）。この「地区防災計画」のガ

イドラインでは、「地区の自然特性を把握し、地区における過去の災害事例を踏まえ、想定

される災害について検討」することの必要性が指摘されている 21）。また、被害実態を分析

するにしても被災地域は一様ではない。被災地域内をより詳細な地域スケールで分析する

ことは、被害程度の地域的差異を微地形や市街地化の時期など、より詳細な要因と関係づ

けて把握することができる。このため、被害実態の空間的な復原を課題の 1 つとする歴史

地理学では災害を被災の有無程度の復原にとどめず 22）、被害の程度差までを考慮に入れた、
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より詳細な検討も求められる。 

第 2 に、歴史災害研究への GIS（地理情報システム）利用の期待も高まっている。日本

において歴史災害研究への GIS を利用した も早い成果は、1990 年代前半の関東大震災を

対象とした研究であろう 23）。これは、諸井孝文らによってもデータベースが構築され 24）、

武村雅之著の『未曾有の大災害と地震学―関東大震災―』などにおいてその成果をみるこ

とができる 25）。また、文化遺産防災学における諸研究によっても GIS 利用の意義と可能性

が示され 26）、GIS の機能の 1 つである可視化の意義が強調された 27）。他にも、空間分析な

どの機能を用いて定量的に被害実態を分析する試みも行われている 28）。このような状況も

あって、近年では GIS の特性を活用した分析を歴史災害研究に適用することによって、防

災に寄与する知見を得ることが期待されている 29）。とりわけ近代になると浸水の痕跡高を

計測したり、地形図に被災域を記録するなど被害の実態が定量的に把握されるようになっ

た。また、地形図に代表される地形や土地利用など被害要因として検討すべき地理情報も

継続的に蓄積されるようになってきた。このため、とくに近代における歴史災害研究では

GIS を用いることで分析結果の実証性を高めることが期待される。 

第 3 に、歴史地理学的な観点に限らず歴史災害研究は全体として個別事例の検討にとど

まっているという課題もある。米家泰作は歴史地理学会主催の災害や防災をテーマとした

シンポジウムで発表された論文 1 編に対するコメントの中で、歴史地理学が「総体として

災害をどう捉えるのかという点を不問に付すわけにはいかないだろう」と指摘した 30）。過

去の災害を扱う研究では個別事例の研究蓄積を踏まえながら、災害の時代性や地域性など、

より一般化した議論も重要である。この総体として災害を捉えるには、歴史地理学にとど
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まらず地理学全体における災害研究の枠組みの再構築が必要であると筆者は考える。 

1 点目と 2 点目は個別事例研究を深めるための議論であり、3 点目は個別事例研究を超え

た一般化を目指すための議論である。とりわけ 3 点目の議論は歴史地理学に限らず、地理

学全体の災害研究についてもいえよう。つまり、災害の地理学的研究においては、個別事

例研究の深化と個別事例の一般化を志向する議論が求められているのである。本稿は 1 点

目や 2 点目に関わる歴史災害の個別事例研究を試みながら、 終的には 3 点目に関わる個

別事例の一般化を目指すものである。 

 

第 1.2 節 研究の目的と論文の構成 

第 2 章で詳しく論じるが、災害を対象とした地理学的な研究では系統地理学的なアプロ

ーチが大半を占め、もう一方の軸である地誌学的なアプローチは等閑視されてきたきらい

がある。災害現象を体系的に把握する上では、たとえば災害に対して脆弱な地域にどのよ

うな人間の営みが展開するようになったのか、自然的要因と社会経済的要因とを関係づけ

ながら被災地域の特徴を総合的に理解する地誌学的な視点も重要である。 

そこで、本稿は災害の地理学的研究の中に地誌学的なアプローチを位置づけなおすとと

もに、事例研究およびそれらの一般化を通して、そのアプローチの有効性について考察す

ることを目的とする。本稿では対象とする災害を水害とした。水害とは「台風や前線など

に伴う豪雨によって起こる洪水や土石流のほか、津波・高潮・渇水などによる被害のこと」

31）である。水害は震災に比べると発生頻度が高く、自然や社会の時代的地域的変化に対応

して、そのあり方が変化してきたと考えられる。このため、各時代の各地域の水害のあり
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方を考察する歴史地理学の重要性は、他の研究分野と比べても高いといえるだろう。 

具体的には 1930 年代の都市における水害を対象とした。第 7 章において論じるが、都市

水害史は第二次世界大戦後を起点に書き始められることが多く、1930 年代の都市水害が都

市水害史の中で検討されることはまれであった。日本において急速な近代化を果たした明

治時代以降、とくに人口・産業の集中する大都市において急激な都市化が進行した。とり

わけ、山麓部や沿岸部においては、市街地化や工場地化が進行したため、豪雨災害や高潮

災害などの水害に対してきわめて脆弱な条件をもつに至ったと考えられる。つまり、都市

水害史を考える場合、被害の社会的要因として近代の都市化も含めて考える必要がある。

そして、第二次世界大戦後に多発することになる都市水害の歴史を考える上でも、その前

段階として戦前までの都市部における水害の実態を把握しておくことも重要である。そこ

で本稿では、1930 年代に相次いで大規模な水害に見舞われた京都市と大阪市、神戸市の事

例を検討する。 

本稿では、第 2 章で地理学における水害を中心とした災害の研究史を整理し（第 2.1節）、

これまでの研究で見落とされてきた地誌学的アプローチによる災害研究を「被災地域研究」

（以下、単に被災地域研究とする）と規定し、その成果や今日的な課題を確認するととも

に（第 2.2 節）、改めて被災地域研究の視点を提示する（第 2.3 節）。そして、第 3 章では本

稿で対象とする近代の水害史を概観するとともに（第 3.1 節）、本稿の事例研究で主に扱う

自治体刊行の災害誌の資料的な検討を行う（第 3.2 節）。 

次に、京都市、大阪市、神戸市という 3 つの都市を事例に、1930 年代の都市における水

害被災地域の特徴とその要因を分析する（第 4～6 章）。ここで都市とは市制が施行された



 7

基礎自治体の市域に相当するもの、水害被災地域とは水害を受けた地域と定義する。そし

て、水害被災地域の特徴を主に地形と市街地化の状態から考察する。その上で、第 4～6

章の事例研究の結果を踏まえて、京都市、大阪市、神戸市の水害被災地域における共通点

と相違点、1930 年代以前やそれ以降の水害との共通点や相違点について検討しながら、

1930 年代の都市水害の特徴を考察する（第 7 章）。 後に、第 8 章で結論と今後の展望を

述べる。 
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第 2 章 災害を対象とした地理学的研究 

 

 第 2.1 節 水害を中心とした研究史 

災害を対象とする地理学的研究はいつ頃から始まり、どのように展開してきたのであろ

うか。まず、「日本地学史」で確認すると、火山災害や地震災害に関する調査報告は明治中

期からみられるが、水害に関するものは第二次世界大戦後になってようやくみられるよう

になる 32）。日本における自然地理学の中の地質学・地形学分野では、今日でいうところの

地質学から始まり地形学が分化するかたちで展開してきた 33）。このため、地理学における

災害研究では大正時代頃まで地質学による火山噴火や地震を対象とする研究が中心であっ

たといえる。 

その後、1923（大正 12）年の関東大震災が 1 つの契機となって、ボーリング調査の利用

が進み沖積平野を扱う地形学の発展をみた 34）。また、東木竜七による沖積平野における地

形の研究も行われるようになった 35）。洪水が多発する沖積平野、とりわけその地形を分類

することが研究対象としてみなされるようになったのはようやく昭和初期の頃であった

36）。ちなみに、この時期までの水害研究は専ら河川工学などの工学者によるものである 37）。

ここまでが地理学における水害研究の前史である。 

次に、水害を中心に地理学の研究史を整理する。まず、研究史を 4 つの時期に区分した。

第 1 期が萌芽的な調査・研究の時代として第二次世界大戦終戦まで、第 2 期が総合的な学

術調査に地理学者も加わるようになる時代として第二次世界大戦後から 1960 年代前半ま

で、第 3 期が応用地理学の時代として 1960 年代前半から 1990 年代前半まで、第 4 期が多
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様化の時代として 1990 年代前半から現在に至るまでとした。 

（1）第 1 期（第二次世界大戦終戦まで）   今日でこそ、水害の地理学的研究は他の

分野からも評価を得て 38）、地理学の主要な研究対象とされているが、日本において近代地

理学の成立当初からそうであったわけではない。前述のように地理学の中では火山噴火や

地震の研究が先行し、水害研究は後発のものだったのである。水害に関する本格的な地理

学的研究は戦後から始まるが、戦前でも被害の調査報告というかたちで萌芽的な研究がな

されていた。 

一般に、地理学の名を冠した主要学術雑誌に災害の調査報告が速報というかたちで掲載

されることはまれであったようである。しかし、昭和初期においては、1938（昭和 13）年

の阪神大水害に関する調査報告に地理学者の手になるものが複数認められる。「地理学」誌

に掲載された石橋五郎・松井武敏・近藤忠の連名による論文 39）、稲見悦治（のちの神戸大

学教授）の論文 40）、松井武敏の論文 41）がそれである。まず、京都帝国大学文学部教授で

現在の神戸大学の前身にあたる神戸高等商業学校教授も兼任しており、災害当時西宮に居

住していた石橋と、災害当時甲南高等学校で地理学を教えていた松井（のちの名古屋大学

教授）、近藤（来歴不明）の調査報告では、被害の地域差や地形と水害との関連性が指摘さ

れた。これは、地形と水害との関連性を指摘したものとしては比較的早い時期のものであ

り、地理学者ならではの知見が研究の萌芽的な段階ですでに示されていたといえる。また、

松井も自身の勤めていた甲南高等学校が出版した災害記録集の中で、学校周辺の住吉川や

芦屋川の被害実態を調査した報告を残している 42）。 

次に、災害当時 29 歳で被災地の 1 つであった「住吉川のほとり」43）に住んでいて水害
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を体験した稲見は自身の見聞録と、未踏査地については大阪朝日新聞の記事とを用いて、

被災地の状況を地域別に記述した。その結果得た「昭和九年の風水害に懲りて山に、即ち

利用の 大限度を越へて迄山地に住宅街を建設して行つた行き過ぎを強く反省させられる」

44）という知見には、その後、彼の博士論文のテーマとなる「神戸市における住宅地の傾斜

限界に関する研究」や、『都市の自然災害』で言及される「都市の up hill movement」45）の

考察へとつながる土台が見出せる。このように、稲見はこの水害調査を通して、被害の要

因としての都市化そのもののメカニズムを解明する動機をもつようになったものと思われ

る。 

（2）第 2 期（第二次世界大戦後～1960 年代前半）   地理学において本格的な水害

研究が開始されたのは第二次世界大戦後のことである。日本において、第二次世界大戦直

後は大規模な水害が多発し、各分野の研究者が加わった総合的な学術調査が実施されるよ

うになった。1947（昭和 22）年石狩川の氾濫とその水害について財団法人農業物理研究所

が『水害の総合的研究―石狩川上流域氾濫の第 1 回調査報告―』（1947 年刊行）を、1947

年カスリン台風について日本学術振興会群馬県災害対策特別委員会が『カスリン台風の研

究―利根川水系に於ける災害の実相―』（1950（昭和 25）年刊行）をそれぞれまとめた。 

地理学者が水害研究に本格的に関わり始めたのは、1948（昭和 23）年アイオン台風によ

る資源調査会の調査からである。その被災地の 1 つである北上川流域を対象とした「北上

川流域水害実態調査」では「等浸水深及浸水時間図」をはじめ各種の図が描かれた。これ

は、「水害の及ぶ範囲と湛水深を予測する「水害地形分類図」作成の契機」とされた 46）。

また、戦中期に空中写真の利用が進み、地形研究の基礎が作られたことも地理学における
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水害研究の進展に欠かせない要素であっただろう 47）。この時期の諸調査が、地理学者自身

に災害研究の必要性を自覚させたものと考えられる。 

1956（昭和 31）年の日本地理学会秋季学術大会ではシンポジウム「災害の地理学的研究

―とくに水害について―」が開催された。石井素介が触れているように「ともかくはじめ

て地理学諸分野の力を結集して科学的な照明が当てられた」のである 48）。これを受けて、

日本地理学会の中に「災害研究委員会」が設置される 49）。また、1960（昭和 35）年には「地

理学評論」誌で狩野川台風災害の特集号が組まれた。そして、1962（昭和 37）年には元国

民経済研究協会常務理事の佐藤武夫が関わって国土問題研究会が設立される。同研究会は

「住民主義」、「現地主義」、「総合主義」の調査における三原則を打ち出し、災害調査に積

極的に関与した 50）。これには森滝健一郎や池田碩などの地理学者も関わった。 

1964（昭和 39）年には、戦後直後の水害の総合的な学術研究を地理学側で主導した多田

文男の『自然環境の変貌―平野を中心として―』51）、戦前に災害調査を行ったことのある

稲見の『都市災害論序説』52）、著者の 1 人に地理学にも造詣の深い経済学者の佐藤がおり、

後の災害研究に大きな影響を与えた「素因」、「必須要因」、「拡大要因」に分けて考察する

ことを提起した『災害論』53）が相次いで上梓された。これらの災害研究によって地理学の

災害研究は 1 つの画期を成したと考えられる。 

（3）第 3 期（1960 年代前半～1990 年代前半）   戦後直後の水害調査の中で作成さ

れ、1956 年に刊行された『水害地域に関する調査研究 第 1 部』所収の木曽川流域を対象

とした水害地形分類図が、1959（昭和 34）年の伊勢湾台風による高潮災害の浸水域と驚く

ほど一致した。これにより、地形分類図の意義が明らかにされた。1960 年度になると水害
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予防対策土地条件調査が関東周辺地域から着手された 54）。水害地形分類の研究は地形分類

という自然地理学の基礎研究を災害や防災の研究に応用させるという考え方によって、応

用地理学の 1 つとして位置づけられてきた 55）。その後、地形分類を基礎に置きながら都市

化に伴う水害形態の変化に関する研究や人為的な大規模地形改変に関する研究 56）、地形環

境研究 57）などが展開された。 

他方、戦後の災害研究では社会経済的な視点をもった研究の必要性が提起された 58）。ま

た、地形分類は自然地理学の一手法にとどまるものではなく、人文地理学とりわけ歴史地

理学にその成果を取り入れることの必要性も説かれた 59）。そのほか、寺院過去帳を用いて

過去の災害の復原を行った菊池万雄の諸成果が挙げられる 60）。ちなみに 1994（平成 6）年

は、住民の水害認識や水害対応まで踏み込んで分析した山崎憲治の『都市型水害と過疎地

の水害』61）、水害常襲地域の歴史地理学的研究を行った伊藤安男の『治水思想の風土―近

世から現代へ―』62）、水害予防組合の歴史的変容を扱った内田和子の『近代日本の水害地

域社会史』63）、水害地形分類図を作成した大矢雅彦が編集した『防災と環境保全のための

応用地理学』64）など地理学から特色ある成果が相次いで出版された年であった。 

（4）第 4 期（1990 年代前半～現在）   この時期には考古学的なデータの活用や、

空中写真の精緻な判読によって過去の地形の復原が行われ、災害との関係も議論されるよ

うになった 65）。また、春山成子や海津正倫などによって海外をフィールドとした研究が増

加した 66）。さらに、近年では地域防災や土地利用管理に着目した研究が春山を中心に精力

的に進められているし 67）、モニタリングシステムを構築して豪雨と斜面崩壊との関係を分

析した研究 68）や、数値モデルを用いた洪水シミュレーション研究 69）など GIS 技術の発展
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と連動した定量的な研究も進められてきた。 

他方、歴史地理学からの研究の進展も目覚ましい。2000 年代初めに「歴史地理学」誌上

で数回特集が組まれた 70）。また、2000 年代には文化遺産を災害から守ることを標榜した文

化遺産防災学の中でも歴史災害研究が重視され、地理学でも平安時代の火災の復原など

数々の成果が生み出された 71）。さらに、伊藤の『治水思想の風土』の続編にあたる『洪水

と人間―その相剋の歴史―』72）や、災害研究も収録された石井の『国土保全の思想』73）

などの成果もみた。このように、地理学の水害研究は多方面に展開されているものの、こ

の時期にレビュー論文はほとんど発表されていない。水害だけを扱ったものではないが、

唯一、中林一樹が地理学における災害研究の現状を他の研究分野と比較しながら整理し、

「防災対策の改善・構築によって被害の軽減に貢献するという規範科学的研究」74）におい

て都市計画学や社会学に比べると人文地理学の成果が少ないことを指摘したものがあるく

らいである。 

このように近年の地理学における災害研究は多岐にわたって展開されている。しかし、

少し立ち止まってこれまでの災害研究を振り返るということは、あまり行われていない。

このために見落とされてきた視点もあるのではないかと筆者は考える。そこで、先行する

災害研究のレビュー論文の中で示された研究課題を手掛かりとして、本節でみた研究史を

踏まえながら、見落とされてきた視点の現状を把握してみたい。 

 

 第 2.2 節 被災地域研究の成果と課題 

森滝は 1967（昭和 42）年に「人文地理」誌で発表した論文「災害研究の基本的諸問題」
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の中で 1950 年代から 1960 年代前半にかけて議論された地理学における災害論を網羅的に

レビューした 75）。ここで、森滝は地理学における災害研究を①災害観、②災害の実態把握、

③災害対策に大別した。①の災害観の研究とは各時代・各地域の人びとの災害に対する認

識を明らかにする研究分野であり、③の災害対策の研究とは各時代・各地域の住民の災害

対策や災害対応のあり方を解明する分野である。いずれも②の災害の実態把握を解明して

こそ検討することができる事象である。そのため、まず②の分野から検討を始める必要が

ある。 

森滝によると②の研究は、さらに「A．災害の構造」に関する研究と、「B．災害の地域

性」に関する研究とに分けられる。A は災害の発生機構や被害の構造の解明が目指されて

いる分野であり、前節でみてきたように自然地理学や応用地理学の分野で空中写真の利用

や GIS 技術の発展とともに大きく進展した。これに対して、B はさらに「a．災害の地域的・

発展段階的な諸類型の区別」に関する研究と、「b．災害の構造を地域経済の生産力構造と

の関連において明らかにする」研究とに分けられる。この内、b は経済地理学的研究とも

いえ、石井が災害論と資源論とを統合するような研究に取り組んでいる 76）。 

一方、a について森滝は、災害を「もともと自然環境の制約による局地的性格を色濃く

帯びており、地域的にとりわけ多様な発現形態を示す社会現象である」77）とみなした上で、

「災害研究の本領はどこまでも具体的な災害を対象とする地域研究」78）であると考えた。

ちなみに、森滝は a の分野を「災害の地域研究」とも言い替えているが、地域研究は現在

ではエリア・スタディーズとも呼ばれる学際的な研究領域に用いられる場合が多い。その

ため、本稿では被災地域の研究という意味を強く示唆する被災地域研究という語句を用い
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る。森滝は先の論文の中で、災害ごとに典型的な被害を受けた都市を網羅的に挙げた『都

市災害論序説』を著した稲見の研究や、室戸台風と伊勢湾台風による高潮災害における大

阪市と名古屋市の被災事例を比較考察した渡辺一夫の研究を被災地域研究として取り上げ

た 79）。また、石井も稲見に加えて、日本全国の沿岸部、いわゆる「ゼロメートル地帯」に

ついて考察した中野尊正の研究を被災地域研究の 1 つとして挙げた 80）。 

また、森滝は被災地域研究の成果を「災害誌」にあるとした。「災害誌」とは「それぞれ

の地域で、災害対策を合理化し、 終的に災害を克服するための具体的手段に対して、他

者が与えることのできぬような科学的基礎をあたえるもの」81）とされる。ここで「他者」

とは地理学以外の研究分野のことで、「他者が与えることのできぬような科学的基礎をあた

えるもの」とは地理学独自の説明方法をとる手段として、たとえば地誌的なものを念頭に

置くことができよう。つまり、森滝のいう「災害誌」には地理学における地誌の意味合い

が含まれているものと考えられる。ただし、今日においては、森滝のいう「災害誌」は災

害の地理学的研究の中では見落とされてしまっている。これは、石井が 1967 年の論文で表

明したように、災害を対象とした研究の中で災害現象の記述的側面の強い「災害誌」から

分析的な社会科学的な研究へという志向性が当時あったためであると考えられる 82）。この

志向性はおそらく 1960 年代の地理学全体が地域の個性を記述する地誌学から法則定立的

な系統地理学へと軸足を転換する状況とも符合するものであろう。 

このように、森滝によって災害の地理学的研究の 1 つのテーマとして提示された「災害

誌」を成果とする被災地域研究は、研究者の興味関心などが影響して今日にまで視点が継

承されてきたとはいいがたい状況なのである。以下、次節では被災地域研究の視点や今日
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的意義を改めて確認しておきたい。 

 

第 2.3 節 被災地域研究の視点 

森滝や石井によって取り上げられた被災地域研究の先行研究には災害事例を複数集めた

り、地域を比較考察するという共通の手法がとられている。そこで被災地域研究の視点を

整理するにあたっては、対象とする地域が単数か複数か、扱う災害が単数か複数かという

2 つの軸を用いて考えてみた（第 2.1 表）。まず、①1 つの地域の 1 つの災害を対象とする

研究である。これは地域への視点は比較的希薄で、社会集団や人間心理などに焦点をあて

たものであり、地理学的な研究というよりも社会学や心理学など他の研究分野が含まれる

類型である。 

次に、②1 つの災害について複数の地域を対象とするものである。すなわち被災地域の

差異を分析し、その要因を考察するような研究である。古くは、山口弥一郎による三陸地

方の津波常襲地域における高台移転の問題を地域的に類型化し、そのパターンの特徴を考

察した研究などがそれにあたる 83）。また、水害の事例ではないが、阪神・淡路大震災の被

災地域について、中心市街地外の東西に位置する 2 つのインナーシティ地区を比較し、震

災の被害程度に第二次世界大戦中の戦災の影響などを示唆する研究もみられた 84）。さらに、

近年では地理学に限らず地域社会学的な研究でも、災害の発生や復興過程について中心市

街地と郊外住宅地とを比較することによって、災害発生前から進行していた中心市街地の

衰退を災害対応の阻害要因、あるいは防災的な観点よりも経済的な観点を重視する復興が

行われた要因として見出すような研究がみられるようになった 85）。ちなみに、植村善博は
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2004（平成 16）年台風 23 号で被災した京丹後地域を調査し、複数の被災地域を比較しな

がら報告したが 86）、その際、佐藤らが提起した「素因」、「必須要因」、「拡大要因」の分類

や水谷武司の災害発生連鎖モデルを援用した「水害環境」という概念によって被災地域を

説明する枠組みを提示した 87）。このように、地域や災害事例を比較する際の説明枠組みを

検討することも重要である。 

そして、③1 つの地域について複数の災害を対象とする研究である。これは地域の災害

史的な研究とも言い替えることができるもので、自治体史などで比較的よく目にするもの

である。地理学者では植村が京都盆地を対象とした水害史を著した 88）。水害常襲地域の 1

つである輪中地域に関する一連の研究 89）や天竜川下流域の地域構造を解明したもの 90）も

これに含まれよう。 後に、④複数の地域の複数の災害を対象としたものである。たとえ

ば、池田は、1938 年阪神大水害における神戸市で発生した土砂災害と 1972（昭和 47）年

に京都市の東山山麓部で発生した土砂災害とがほぼ同じパターンを示していることを指摘

し、第二次世界大戦前から神戸市で進展していた山麓部への市街地化と同様の現象が京都

市において戦後みられ始めたことを論じた 91）。また、河川工学者の高橋裕は第二次世界大

戦後に発生した 1947 年カスリン台風、1953（昭和 28）年西日本大水害、1959 年伊勢湾台

風の被災状況から、国土の荒廃や治水事業の遅れの結果として説明されることの多い「戦

後型水害」から高度経済成長期の矛盾の結果として解すべき「都市水害」へと変化したこ

とを指摘した 92）。これらは複数の災害事例を比較して時代性や地域性を考察した研究であ

り、個別災害事例の研究を超えた一般化を志向するものである。被災地域研究では事例研

究の蓄積を④のような研究へと展開していくことが求められている。 
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ところで、地誌学から系統地理学へという研究動向の転換が地理学界の中であったこと

を前節で指摘した。この動きに対して近年の地理学界においては地誌学あるいは地誌を再

評価する動きがみられる 93）。災害現象を体系的に把握する上では自然的要因と社会経済的

要因とを関係づけながら被災地域を総合的に理解する地誌学的な視点は今日においてもな

お重要であるといえる。また、被災地域研究の重要性については、森滝以外の論者によっ

ても指摘されているところである。たとえば、中野は「都市という地域現象に注目して、

災害科学と被害科学を地域的に統合しうる立場の研究（地域科学的研究）」94）とし、松田

磐余も「都市に発生する自然災害の被害程度には、都市が形成されはじめた時代から、現

在にいたるまでに蓄積されてきた脆弱性が反映されている」95）として、災害を都市形成史

や地域形成史の中で理解することの必要性を論じている。 

これらの指摘を踏まえると、災害の地理学的研究も記述的な災害誌か分析的な社会経済

的な研究かという二項対立で捉えるのではなく、両者が互いの成果を補う関係にあること

が望ましい。この点、第二次世界大戦前という も早い時期から実質的に災害研究を行い、

その後も継続して災害研究に取り組んできた稲見（1909（明治 42）年～1989（平成元）年）

の諸研究が参考になる。そこで、彼の災害調査や災害研究をレビューし、彼の都市災害研

究の枠組みを再検討することを通して災害の地理学的研究の全体像を図式化してみたい。 

稲見は 1931（昭和 6）年第一臨時教員養成所歴史地理学科卒業後、旧制中学校などで教

師を務めていたが、1942（昭和 17）年東京文理科大学地学科（地理学専攻）に入学、1944

（昭和 19）年に卒業し、戦後は神戸大学や大阪経済法科大学で教授を歴任した。1961（昭

和 36）年に東京教育大学に提出した論文「神戸市における住宅地の傾斜限界に関する研究」
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により理学博士が授与された 96）。 

次に、自伝的エッセー集 97）や雑誌「兵庫地理」の追悼号に掲載された著作目録 98）、関

連研究の参考文献リスト 99）などを参考にして、筆者は稲見の著作目録を作成した。藤岡

ひろ子は稲見の研究を「自然（地理学）と人文（地理学）との接点に関する研究」、「都市」、

「都市災害研究」の 3 つに分類した 100）。それぞれを明確に区分できるわけではないが、

稲見の著作リストから公害を含む災害に関連する文献を抜き出してみると、著書論文総数

109 本中 22 本（20.2％）と決して多くはないことがわかる（第 2.2 表）。むしろ、「都市」

に関する著書論文が 44 本と全体の 40.4％を占める。 

その都市に関する研究であるが、稲見は 1950～1960 年代にかけて、戦災前後の都市の変

容を分析した都市地理学的な研究を進めた。また、戦災による復興が一段落した後に、住

宅難という都市問題が深刻となり、それを埋め合わせるべく急速に傾斜地へと宅地化が進

行した現実を踏まえ、芦屋市や神戸市を対象とした事例分析を行い、土木技術の発展や交

通手段の整備によって「都市の up hill movement」（傾斜地の宅地化）が促進されたことを

明らかにした。そして、このテーマで博士論文「神戸市における住宅地の傾斜限界に関す

る研究」を執筆した。稲見はその後、兵庫県の宅地保全審議会の委員に任命され、がけ崩

れ災害のような都市災害にも再び関心を寄せるようになった。 

稲見の都市災害研究の典型例としては、1963（昭和 38）年の「都市のがけ崩れ災害につ

いて―神戸・横浜市の場合―」101）が挙げられる。神戸市と横浜市における災害事例の記

述と傾斜地の土地利用の進展に関する分析とが組み合わされ、戦後の宅地造成とは無関係

な場所でも被害が発生していたという事実が見出された。これは単にがけ崩れの要因とし
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て、戦後の傾斜地における宅地化だけが影響しているわけではなく、明治時代以降の都市

化自体の中にがけ崩れ災害などの土砂災害に対する脆弱性が潜んでいるという構造的な問

題を指摘したものとして評価できる。また、神戸市と横浜市について比較するという比較

地域論的な手法を用いることによってがけ崩れ災害に対して脆弱な地域特性の一般化も目

指されている。このような災害事例の要因分析、さらには要因の背後にある都市化そのも

ののメカニズムの分析が合わさった研究が、やがて『都市災害論序説』や『都市の自然災

害』に結実したと考えられる。 

このような稲見の都市災害研究は当時どのように評価されていたのであろうか。森滝は

稲見の『都市災害論序説』を「全国にわたる事例研究を集積して包括的な都市災害誌とし

てまとめた」ものと評した 102）。同時期に石井もほぼ同様の評価をしている 103）。災害誌と

は前述のように主に自治体が刊行した災害の記録集という意味が一般的である。ただし、

地理学者が「誌」という言葉を使う際には、もう少し違う意味合いが想起される。それは

地誌の「誌」である。地誌とは自然や人文を関係づけながら地域の特色を総合的に論じた

ものである。実際、稲見が著した『都市災害論序説』や『都市の自然災害』の目次構成を

みても、都市における災害について地域を区分し、その自然的・社会的要因を総合的に記

述していたことがわかる。つまり、稲見の都市災害研究は『都市災害論序説』や『都市の

自然災害』などの「災害誌」をもって完成が目指されたと考えられる。 

以上の検討から、稲見の取り組んできた諸研究のレビューを通して稲見の都市災害研究

の全容がみえてきた。すなわち、稲見の都市災害研究は、ア）傾斜地へと宅地化が進行す

るメカニズムを考察した都市地理学的研究、イ）がけ崩れ災害の要因分析のような個別災
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害の分析的研究、ウ）それらの事例研究の一般化を目指した「災害誌」の執筆という 3 つ

の要素が合わさったものと解すことができる（第 2.1 図）。この点を踏まえると、災害の地

理学的研究には、都市化のような被害要因の背後にある事象のメカニズムの分析（都市地

理学などの系統地理学）や災害の要因分析（応用地理学）などの分析的研究と、時代的地

域的特徴の解明すなわち個別事例研究の一般化を目指す地誌学的アプローチによる研究と

が、車の両輪として必要なのである（第 2.2 図）。今日の地理学における災害研究では、前

者の分析的な研究が中心であり、後者の地誌学的アプローチからの研究はほとんどみられ

ない。分析的な研究の 新の成果も盛り込みながら、自然的側面と人文社会的側面との両

面から災害現象やそれが発生する地域を総合的に記述する「災害誌」を構築することで、

災害対策を立てる上で必須となる災害理解や地域理解を促すような地理学独自の成果を発

信していくことができると考えられる。 
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第 3 章 研究対象と研究資料 

 

 第 3.1 節 近代日本の水害史概観 

 本稿の研究対象は 1930 年代（昭和初期）の都市部で発生した大規模水害である。そこで、

初に明治中期から昭和初期までの日本の水害史を概観しておきたい。 

 （1）道府県別の水害被害額   本節ではまず、近代日本における水害の実態について

全国規模の資料を用いて概観することから始めたい。第二次世界大戦前までの期間におけ

る水害の全体像を把握できるような体系的かつ詳細な統計はきわめて貧弱であるが、戦後

の分析でも使用されているような道府県別の被害額は記録として残存しており、この間の

水害の地域性を概観することは可能である。 

 本節で用いる資料は、『大日本帝国統計年鑑』に掲載された道府県別水害被害額と、国土

交通省河川局作成の水害統計、具体的には 2010（平成 22）年水害統計調査に収録された「参

考統計表」のうちの「明治以降の水害被害額等の推移」、そして、国勢調査から得られた道

府県別人口及び推計人口である。『大日本帝国統計年鑑』は、政府が作成した今日でいうと

ころの『日本統計年鑑』に類するもので、人口や経済状態など基本的な統計表が掲載され

ているものである。これは 1882（明治 15）年に第 1 回が刊行された。水害被害額を含む水

害に関する統計表は、旧内務省が作成した『内務省年報・報告書』や『内務省統計報告』

をもとに作成されたものが収録されている。水害に関する項目は第 6 回から、道府県ごと

の情報がわかる「地方別」の統計表は 1889（明治 22）年分の第 10 回から掲載されている。

その後幾度か掲載される科目名が変更されながら 1937（昭和 12）年分の第 58 回まで存続
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する 104）。 

次に、統計表に掲載された水害の種類について確認する。水害関連の統計表が掲載され

る第 6 回から第 15 回までは「水災」のみであった。第 16 回からは、「水災」のほかに別表

として「海嘯
かいしょう

」（津波のこと）が掲載される。第 23 回からは「水災」のほかに「潮災」と

「暴風雨被害」の統計表が掲載された。「潮災」は、1934（昭和 9）年の室戸台風による高

潮被害を受けた兵庫県や大阪府で被害額が 0 円を示し、高潮災害が含まれていないことか

ら、「海嘯」の流れをくむ津波被害に関するものであると考えられる。一方、「水災」と「暴

風雨被害」の区別は明確ではなく、「暴風雨被害」が台風によるものというわけでもない。

なぜなら室戸台風の際の兵庫県や大阪府の被害額は「暴風雨被害」のすべての項目で値が

0 円であり、「水災」として扱われているからである。ここでは、「水災」が水害関連の項

目として当初から掲載されている点、国土交通省の水害統計が採用している水害被害額の

推移が「水災」のみの値である点、「暴風雨被害」の被害額が「水災」の 2 割程度にとどま

る点などから、「水災」の被害額のみを用いても水害の傾向に影響はないと判断し、「水災」

の被害額のみを用いることにする。なお、被害額は第 10 回から第 22 回まで「水災金額」

として、その内訳は「損失価額」と「再築費」から、第 23 回から「損失価額」（内訳は「復

旧費」と「其他」）から構成されていた。いずれも、損失額と復旧額との合計値として算出

されていたことがわかる。他方、水害統計は国土交通省河川局が作成した水害に関する調

査の集計結果である。使用したデータは国土交通省のホームページに掲載されていた「平

成 22 年水害統計調査」を用いた 105）。 

分析の手順としては、まず、近代以降の水害の発生動向を把握するべく、年別の水害被



 24

害額と死者数の推移をみた。年別の水害被害額および死者数は、国土交通省河川局が作成

している水害統計を用いた。なお、水害被害額は 1875（明治 8）年から直近の 2010 年まで、

死者数は 1902（明治 35）年から 2010 年までの期間が用いられ、1918（大正 7）年、1922

（大正 11）年と、戦争が激しくなる 1942（昭和 17）年から 1945（昭和 20）年までのデー

タが欠落している。また、被害額はすべて 2000（平成 12）年価格に換算した。価格の換算

には「平成 22 年水害統計調査」に参考表として掲載されている「水害被害額デフレーター」

を使用した。 

次に、一定期間の年平均水害被害額を求めた。これにより、低頻度の比較的大きな被害

のあった年を平滑化することで、被害を受けやすい地域の特徴を把握することができる。

そして、道府県ごとに 1 人あたりの年次水害被害額を算出した。1 人あたりの年次水害被

害額は、各道府県についてその年の水害被害額の総額を道府県の人口で除すことにより求

められる。この値によって当該年次の水害による打撃度（強度、深刻度）を把握すること

ができる 106）。道府県の人口は 1920（大正 9）年から 5 年おきに実施される国勢調査の人

口とその間の推計人口を用いた。分析期間は、国勢調査が実施され始めた 1920 年から道府

県別の水害被害額が検討可能な 1935（昭和 10）年までとした。なお、道府県別の分布図を

作成する際、筑波大学の歴史地域統計データの年次別行政区界シェープファイルの 1935

年版を使用した 107）。 

（2）水害被害額の経年変化   まず、明治中期から現在に至るまでの水害被害額の推

移を検討すると（第 3.1 図）、近代には明治中期から昭和初期にかけておよそ 20 年ごとに 3

つの水害多発期が認められる 108）。第 1 期が 1890 年代、第 2 期が 1910（明治 43）年前後、
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第 3 期が 1935 年前後である。第 1 期は 1896（明治 29）年が水害被害額で突出している。

この年以降に河川法、砂防法、森林法が相次いで制定され、低水工事から高水工事へと治

水のあり方が変化した時期である。第 2 期は 1910 年の水害被害額が高い。この時期に臨時

治水調査会が発足し、国の直轄による河川の改修工事が進められた。第 3 期は 1934 年と

1935 年の水害被害額が大きい。前者は室戸台風、後者は京都市大水害などが発生したため

である。死者の推移は、水害被害額が高い年で高くなる傾向が認められ、1907（明治 40）

年、1910 年、1934 年、1938（昭和 13）年などで死者が 1,000 人に達するような大きな被害

を受けた。なお、終戦後直後も大水害多発期であり、1953（昭和 28）年西日本大水害や 1958

（昭和 33）年狩野川台風、1959（昭和 34）年伊勢湾台風など大型の台風や集中豪雨が頻繁

に襲来した。 

 （3）1 人あたり水害被害額   次に、道府県別の水害被害額が確認できる 1892（明治

25）年から 1935 年までの 44 年間（1918 年、1922 年の 2 ヶ年を除く 42 ヶ年）を、上記 3

つの多発期がそれぞれに含まれるように 3 等分し、各期間の道府県別年平均水害被害額を

算出した（第 3.2 図）。42 ヶ年の年平均水害被害額の分布をみると、第 1 期を含む 1892 年

から 1905（明治 38）年までと、第 2 期を含む 1906（明治 39）年から 1920 年までの時期は、

中部や東北地方で被害額が大きいことがわかる。これは明治時代の治水計画における 30

の直轄河川のうち 21 が中部以東に存在することとも対応していると考えられる 109）。そし

て、水害多発期の第 3 期を含む 1921（大正 10）年から 1935 年までの 10 年間の年平均水害

被害額をみると、関西でも大きくなっており、この期間はこれまでの水害の特徴とは異な

るものであったと考えられる。以下、この期間の水害をより詳しくみていくことにする。 
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国勢調査による人口が把握できる 1920 年以降の各年について、1 人あたりの年次水害被

害額を算出した（第 3.3 図）。これにより水害による打撃度を把握することができる。1920

年以降では 1934 年、1935 年のピーク直前までは 1 人あたりの被害額が 15,000 円を超える

ような被害の深刻な道府県は各年に 1 つ程度しかなかったが、1934 年、1935 年は複数の道

府県で確認でき、これらの年で大規模な被害が広範囲にわたったことがわかる。また、ピ

ークの直前までは人口の多い東京府や大阪府などは 1 人あたりの水害被害額は小さくなる

傾向が認められたが、1934 年や 1935 年は人口規模の大きい大阪府や兵庫県、京都府など

でも大きな値を示している点で、それまでの水害とは異なる様相であったと考えられる。 

 以上の検討から、近代日本の水害の特徴として、①第 3 の多発期に属する 1934 年と 1935

年の水害被害額が突出していること、②これらの年は 1 人あたり水害被害額の大きい県に、

人口規模の大きい大阪府や京都府、兵庫県が含まれていたことがわかった。1934 年と 1935

年は大型の室戸台風や大規模集中豪雨が発生し、人口 100 万人近くを有する大阪市や京都

市、神戸市などの大都市で大きな被害を受けた。これらの大都市を有する大阪府や京都府、

兵庫県は、DID 人口が全人口の 50％から 80％を占め、かつ 1920 年から 1940 年の 20 年間

に DID 人口比も 1.5～2.0 倍近い都市型の道府県であり 110）、都市人口が急速かつ大幅に増

加した道府県が大型の台風や大規模集中豪雨を受けることにより、被害が大規模化したと

考えられる（第 3.1 表）。このような道府県として他に、東京府、神奈川県、愛知県、福岡

県があり、1953 年の門司市（現在の北九州市）や 1959 年の名古屋市のような戦後の大規

模都市水害にも同様の傾向を見出すことができよう。 
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第 3.2 節 研究対象地域と研究資料 

1930 年代の関西の大都市では 1934 年に室戸台風による高潮災害や風害、1935 年に洪水

災害、1938 年に土石流災害と相次いで大規模な風水害に見舞われた。被災後 1 年程度で京

都市・大阪市・神戸市のいずれの大都市でも災害誌が編纂され刊行された。個々の災害誌

の詳細な検討は、各事例分析の章で行うが、ここでは、自治体が刊行した災害誌およびそ

の付図としての災害地図の特徴を考察する。 

まず、本稿で取り上げた 3 市を概観しておく。いずれの都市も第二次世界大戦前の段階

で 6 大都市に含まれ、災害時には十分に都市化が進行していた。京都市は内陸盆地都市で

あり、海に面した地域をもつ他の大都市と比べて立地が特異である。日本の内陸盆地都市

は急速な都市化が進行するのが、第二次世界大戦中の都市分散や戦後の高度経済成長期で

あり、京都市はこのような類型における典型的な都市に位置づけられる。大阪市は淀川の

河口部に位置し、大阪湾に面した臨海部が阪神工業地帯の中心地にあたる。三大都市や四

大工業地帯に立地する都市類型の典型に位置づけられよう。神戸市は国際貿易港をもつ港

湾都市であるとともに、平野に乏しく傾斜地に市街地化が進行していた都市でもある。傾

斜地に市街地化が大規模に進行した都市としては他に、長崎市や呉市、北九州市などが挙

げられ、神戸市はこれらの都市類型の典型例に位置づけられる。 

さて、昭和初期の災害に関する資料として特徴づけられるものに、自治体の刊行した災

害誌を挙げることができる。まずは、本稿で用いた主な資料である自治体刊行の災害誌に

ついて資料批判を行っておきたい。吉越昭久は災害資料を大きく 3 つに分類した。1 つ目

が当時の災害研究の水準を把握することができるような災害に関する専門書、2 つ目が将
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来の災害の備えを意図して編纂された各自治体による災害記録（災害誌）、3 つ目が地元と

は直接関係しない専門家による研究論文のような研究成果である 111）。自治体刊行の災害

誌は 2 つ目に位置づけられる。 

石井素介は災害研究の水準について、社会経済的な観点をもった分析的な研究が行われ

る以前を、災害誌などの災害記録が編まれるだけの「素朴な段階」と評した 112）。同様に

北原糸子も関東大震災時に作成された被害統計を例に、震災予防調査会が関わって近代建

築の耐震性分析の目的で作成された被害統計と、被害状況の把握のために近代行政機関が

収集・集計した被害統計とを対比させて、後者を「プリミティブな」ものと形容した 113）。

自治体によって収集・作成された被害に関する統計やそれが主たる構成要素となっている

災害誌は、たとえば近代建築の耐震性などの科学的な厳密性を必要とする分析に耐え得る

資料ではないものの、被害状況を把握する目的で作成されたものであるだけに被災状況を

復原する際には有用であるといえる。 

ただし、災害誌は刊行されたものによって内容は様々で、編者である自治体や個人、あ

るいは執筆者個人の影響を大きく受けるものであったと考えられる。吉越は『日本災害資

料集』の水害編の 1 巻として復刊された『福山水害誌』について、「全体を通して、編者の

地方史研究者・新聞記者としての客観的な記述が多いが、その中に時折、被災者としての

視点からのするどい文章をかいまみることができる」と解説した 114）。『福山水害誌』は災

害の記録であるだけに客観的な記述が多い上に、被災者ならではの批判的な視点も盛り込

まれているのである。このことからもわかるように、災害誌の内容は編者や執筆者個人の

技量や被災体験、問題関心に依存するものであった。このため、分析に使用する際には個
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別に資料批判が必要である。 

『京都市水害誌』は「将来の災害に処し教護其の他に遺憾なきよう向後の参考とする」

115）ことを目的として、災害が発生した 1935 年の翌年 3 月に京都市によって編纂された災

害誌である。担当部署として、凡例には京都市役所内の庶務課の名が記されている。総頁

数は 269 頁である。京都市は水害の前年にあたる 1934 年 9 月にも室戸台風による風害を受

け、その被害状況や復旧状況を記録した『京都市風害誌』を翌年の 3 月に発行した 116）。『京

都市風害誌』には編纂部署は明示されていないが、京都市は『京都市水害誌』を編纂する

にあたって、その経験をすでに有していたといえる。また、末尾に「鴨川水防史」が付さ

れ、それは文章と「京都被災記録」と題された年表から構成されている。 

さらに、同誌には「被害状況図（昭和十年六月二十九日）」が付図として綴じ込まれてい

る。これは、多色刷りで縮尺が 45,000 分の 1 である。同図には当時の京都市のほぼ全域が

含まれている。また、被害情報として浸水域や道路、橋梁、河川の被害箇所が図示されて

いる。浸水域は「一尺以下」、「一尺－三尺」、「三尺－六尺」、「六尺以上」の 4 つの階級が、

それぞれ赤、青、黄、紫の色で塗り分けられている。同図は浸水深の小さいものから大き

いものへと変わるにつれて、配色が段階的に変わっていくようなものになっていないため、

被害程度の差を読み取りづらい。また、同図の浸水域の記載は低地部に比べて、山間部の

方が粗雑にみえる。これは「被害状況図」のベースとなっている実測図が山間部になると

主要道しか記載されていないためと考えられる。このことから、低地部の浸水域は主要道

や間道を目印として記載されている可能性が示唆される。それゆえに同図の大部分の情報

が現地調査の記録に基づいた比較的精度の高いものであると思われる。 
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『大阪市風水害誌』は、「昭和九年九月二十一日の未曾有の風水害を永久に明記すると共

に将来の貴重なる資料たらしめる目的」117）をもって、台風が襲来した 1934 年 12 月に編

集が開始され、その 3 ヶ月後の 1935 年 2 月に脱稿、5 月に印刷・刊行されたもので 118）、

編集作業はきわめて短期間に実施された。同誌は全 11 章構成（総頁数 1,226 頁）で、被害

の実態や救援・復旧・復興計画などについて記載されている。被害の実態に関しては、中

央気象台大阪支台や府立大阪測候所、大阪府・大阪市など各方面の観測記録や収集された

データが盛り込まれている。また、台風の特性や高潮の要因などについて、海洋気象台紀

要『海と空』所収の論文も引用されるなど 119）、学術成果の内容を踏まえながら科学的な

説明にも努めていることがわかる。 

ちなみに、立命館大学所蔵の『大阪市風水害誌』には裏表紙の裏側に張り紙があり、「昭

和十年五月二十四日」の日付入り安田辰馬の名で、①本誌の編纂にあたったのは大阪市社

会部労働課調査係であること、②編纂に着手して約 5 ヶ月で日の目をみたこと、③これと

時を同じくして、安田自身は『関西風水禍罹災者就職斡旋本部事業誌』の編纂にもあたり、

これも完成させたこと、④記載日は労働課調査係長以下職員諸氏が完成を祝して安田自身

に『大阪市風水害誌』が贈呈された日であること、⑤記載日には、大阪市の職制改正発表

があり、労働課は廃止され、調査係は新設の社会部庶務課所属に変更された旨の記載がみ

られた。同誌自体には安田の名はみられないが、編纂当時、大阪地方職業紹介事務局に在

籍し、長く労働行政に携った人物 120）で、同誌の編纂に少なからず関わっていたことが読

み取れる。 

『神戸市水害誌』には、当時の市長勝田銀次郎による序があり、「他日の災禍に備え、且
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つ災害対策を講ずる資料」121）であることが述べられている。総頁数は 1,368 頁を数えた。

その中で 初の 100 頁程度を占める「第一編序説」の「神戸市史略説」、「地勢及び地質」、

「神戸風水害史」、「神戸河川史」の各章に、著者であり神戸市史の編纂委員も務めた郷土

史家・地方史研究者の岡久彀三郎の独自性が認められる 122）。とりわけ「神戸河川史」は

被災から 1 ヶ月半後に神戸新聞に連載された記事が元になっている。また、水害状況につ

いての記述にあたっては、現地調査の報告が参考にされているなど 123）、同誌の編纂にあ

たっては、より正確な事実記載に努めていたと解すことができよう。 

そして、他誌にない『神戸市水害誌』の特徴は、詳細な災害地図が付されている点であ

る。この災害地図（「河川別災害地図」）の作成者や作成方法等については、『神戸市水害誌

附図』の「凡例」の項目に記載がある 124）。これは執筆者の岡久が企画し、岡久が当時勤

めていた神戸市立第一神港商業学校（現、神戸市立神港高等学校）の教員と生徒が調査に

あたった。調査・作成方法は、自治区内を「踏査」して作成したカードを整理し、その内

容を3,000分の1の地図に記入したものを10,500分の1に縮小して表現したとされている。

この「河川別災害地図」を作成するにあたっては、夏季休暇中の生徒の「奉仕作業」が活

用されている。また、「河川別災害地図」に記載された山谷崩壊場所については、神戸市経

済部山地課の山本技師に委嘱され、同課の調査記入によるものとなっている。山本技師と

は、当時の山地課長山本吉三郎のことであると考えられる。これらのことから、「河川別災

害地図」は、生徒の「踏査」や神戸市山地課の調査の結果をもとに作成された可能性が高

い。これらの調査は、家屋などに残る被害の痕跡や聞き取り調査などの現地調査であり、

情報の精度は比較的高いものと考えられる。 
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これまで検討してきたように、いずれの災害誌も科学的な方法による調査を行い客観的

な記述に努めていることが窺われ、当該地域の被害の特徴を分析・考察する上では有用な

資料であると判断される。 
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第 4 章 京都市における洪水災害の地域的差異―1935 年京都市大水害の事例― 

 

 第 4.1 節 本章の目的 

京都市は 794（延暦 13）年の平安京遷都に起源をもつ歴史の古い都市である。三方を山

地に囲まれた典型的な盆地都市であり、古来、盆地底を流れる河川による洪水災害や山麓

部の土砂災害など様々な水害に悩まされてきた。明治時代以降はやくも都市化が進行し、

第二次世界大戦前の段階で 6 大都市にも挙げられるような大都市へと成長を遂げた。京都

市は内陸盆地都市という点で、海に面した地域をもつ他の大都市とは立地条件が異なって

いた。1930 年代の都市水害を考察するにあたり、他の大都市とは立地条件の異なる都市を

取り上げることも重要である。そこで本章では 1935（昭和 10）年京都市大水害 125）と呼ば

れる災害を事例に、災害記録に記載された被害に関する地理情報を GIS 化し、空間分析な

どを実施して被害要因を定量的に分析し、被害の地域的特徴を明らかにすることを目的と

する。 

京都市大水害における京都市の被害状況を分析した先行研究としては『土地条件調査報

告書―京都・播磨地域―』の解説、日下雅義、植村善博によるものが挙げられる。『土地条

件調査報告書』の解説は被害の分布状況の説明に終始している 126）。また、日下は京都市

の水害史を旧市街地、旧市街地に連坦して住宅地化が進行しつつある漸移地域、桂川右岸

や山科などの周辺地域に区分して分析した。その中で京都市大水害についても言及し、鴨

川流域における旧市街地での浸水被害を踏まえ、1935 年京都市大水害を旧市街地における

水害と特徴づけた 127）。ちなみに稲見悦治も日下と同様の指摘をしている 128）。ただし、こ
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れら先行研究は鴨川流域以外の被災地域の特徴が分析されていないなど、より広域な被害

実態の分析が課題として残された。 

近のまとまった成果としては植村によるものが挙げられる 129）。ここでは元学区別に

被害実態が地図化されるなど、被害実態の詳細な把握に力が入れられている。さらに、被

災後の対応や治水対策の進展などについても目配りがなされ、京都市大水害の全体像を把

握する上で有用な情報を提供している。ただし、各地の被害状況の記載に重点が置かれ、

被災地域の特徴を分析するまでには至っていない。この他、筆者が社寺に特化した被害の

空間的特徴を把握し 130）、赤石直美が地籍図と土地台帳とを組み合わせて、土地一筆単位

というミクロスケールでの被災域の復原と被災後の住民の対応を分析・考察しており、方

法論的にも注目される 131）。 

 

第 4.2 節 研究対象地域と京都市大水害の概要 

（1）研究対象地域   1935 年当時の京都市 132）は、京都盆地の北部とその周辺の山

地・丘陵地にわたる地域を市域としていた（第 4.1 図）。京都市が位置する京都盆地の北半

域は東西が約 10km、南北が約 18km で、北は丹波高地、東は比叡山地や醍醐山地、西は北

摂山地によって囲まれている。これらの山地は、近畿三角帯と呼ばれる変動帯の一角を占

める花折断層や樫原断層などの断層運動によって形成されたものである 133）。そのため、

京都市域では古くから地震が発生してきた 134）。また、京都盆地周辺の山地には主に花崗

岩の風化層から成るものがあり、盆地を流れる河川は多量の土砂を平野に供給し、時に山

麓部で土石流をはじめとする土砂災害が発生してきた 135）。 
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盆地底の沖積平野西方には桂川が流れ、自然堤防や後背湿地が形成されている。桂川の

氾濫は平安時代の右京衰退の原因にもされてきた 136）。一方で、盆地の東寄りを南流する

河川には鴨川がある。鴨川の洪水には河床変動や流域の土地利用と関係しながら、いくつ

かの多発期が認められる。しかし、1935 年の水害後に大規模な河川改修が行われ水害は減

少傾向にある 137）。そして、鴨川は下流で桂川と合流し、その後宇治川や木津川と合流し

て淀川となる。また、市内には天神川（紙屋川）や御室川、堀川などの小規模な河川も存

在し、これらの小河川も京都市内の水害を考える上で欠かせない存在である 138）。 

（2）京都市大水害の概要   京都府測候所の観測では、1935 年 6 月 28 日の 19 時台

に雨が降り始め、同日 23 時台、翌 29 日の 2 時台、6 時台に時間雨量が 40mm を越える激

しい雨が降った 139）。また、28 日の 21 時～23 時頃の間には雷も多発したことがわかって

いる 140）。28 日 10 時から 29 日 10 時までの 24 時間雨量は 269.9mm で、観測史上 高値を

記録した 141）。豪雨域は京都市や南丹地域など局地的であった。京都府測候所の報告では

豪雨の要因は台風などの低気圧ではなく「寒暖雨気流に依る不連続線」とされた。この不

連続線とは梅雨前線のことであり、この前線を太平洋高気圧より「吹き送られた湿潤なる

南風」が刺激したためだとされた 142）。また、局地的には淀川沿いから流れ込む高温多湿

の風が比叡山近くで上昇気流に転じ豪雨を降らせた「地形的上昇気流」の存在が指摘され

た 143）。この豪雨の結果、鴨川、堀川、天神川（紙屋川）、御室川などが氾濫、破堤、溢流

し、浸水面積が市域低地の 27％を占めるに至った 144）。区別の被害表は第 4.1 表の通りで

ある。家屋の被災率は右京区で 42.5％に達し、下京区（29.2％）や左京区（26.2％）、中京

区（25.3％）でも 20％を越えた。この京都市大水害による死者は 12 名、負傷者は 71 名で
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あった。 

 

第 4.3 節 研究方法 

（1）研究資料   本章では京都市大水害の分析資料として『京都市水害誌』（以下、

同誌と表現する）を利用した 145）。これは、前述したように災害が発生した 1 年後に京都

市によって編纂された災害記録である。総頁数は 269 頁で、分量は同時期に編纂された大

阪市編纂の『大阪市風水害誌』（1,226 頁）や神戸市編纂の『神戸市水害誌』（1,368 頁）に

比べると 20％程度しかなく、あまり多くはない。また、同誌末尾に「鴨川水防史」が付さ

れ、文章と「京都被災記録」と題された年表とから構成されている。災害誌編纂の際に、

過去の被災記録が掲載されることは大阪市や神戸市の場合と同様で、被災を機に過去の災

害が顧みられていたことがわかる。 

さて、同誌には「被害状況図（昭和十年六月二十九日）」（以下、「被害状況図」とする）

が付図として綴じ込まれている。第 3 章第 3.2 節で検討したように、同図の浸水域の記載

は低地部に比べて山間部のほうが粗雑にみえる。これは道路を目印として被災域が記載さ

れているためであろう。低地部では主要道と間道が記載されているのに対し、山間部では

主要道しか記載されていなかった。このことは、同図の大部分の情報が現地調査の結果に

基づいた比較的精度の高いものであることを窺わせる。 

以上の検討から、同誌付図の「被害状況図」は被害実態の詳細な分析に耐え得るもので

あると判断される。 

（2）分析の手順   本章では前節で述べた資料を用いて以下の手順で分析を行った。 
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第 1 に、被害状況を把握するために、各種被害の GIS データを作成した。GIS データの

作成方法は以下の通りである。まず、『京都市水害誌』の付図「被害状況図」をスキャニン

グして画像データを GIS ソフトウェアで読み込む。次に、国土地理院より提供されている

基盤地図情報をベースにして、ジオリファレンス機能によって画像データに位置情報を付

加する。指定した座標系は世界測地系の平面直角座系（第Ⅵ系）である。これにより、被

災域などについてメートル法での面積計算が可能となる。 後に、GIS のエディタ機能を

使って「被害状況図」に記載された各種被害をトレースする。トレースの際には浸水域を

ポリゴンで、河川や橋梁、道路の被害をポイントの形式で作成した。 

第 2 に、分析の際に必要となる地理的特性として、当時の地形と市街地化の状態を明ら

かにした。まず、当時の地形を明らかにするために、既存の地形分類図を使用した。京都

市を含む京都盆地の既存の地形分類図としては、大矢雅彦ほかの「淀川水害地形分類図」、

国土地理院が 1965（昭和 40）年に調査した土地条件図「京都」および「京都南部」、植村

善博著『京都の地震環境』付属の「京都盆地の地震災害危険度マップ」などがある 146）。

これらの地形分類はいずれも作成目的が異なり、地形分類の結果に大きな違いがみられる。

本章では大矢の水害を対象とした地形分類を参考にすべきかとも思われるが、植村の地形

分類図の方がより詳細であることから、それを用いることとした。ただし、植村の地形分

類は地震災害の危険度予測を目的としたものであるため、水害の分析に合うように分類名

などを適宜修正した（第 4.2 表）。これを「被害概況図」と同様にポリゴンの形式で GIS 化

した。 

また、市街地化の状態を把握する資料として、明治時代から作成されている旧版地形図
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を用いた 147）。市街地化の状態に関する情報は各地形図に記載された建物密集地や建物敷

地、集落などの記号から抽出した。具体的には 100m メッシュをかけて、各メッシュ内で

建物密集地や建物敷地などが半分以上を占めれば、そのメッシュは市街地化した地域とみ

なした。また、 初の地形図が刊行された明治中期以降京都市大水害を受けるまでの間、

京都市は大規模な震災などを経験していないことから、市街地は拡大のみを続けたと判断

し、一旦市街地化したメッシュは、京都市大水害まで継続して市街地として存在したもの

とみなした。ここでは、1887（明治 20）年時点の市街地（主に農業を生業とするような集

落も含む）を旧市街地、1887 年から 1931（昭和 6）年までの間に市街地化した地域を新市

街地（集落の拡大地も含む）、山地・丘陵地部分を除く 1887 年から 1931 年までの間に市街

地ではなかった地域を非市街地とした。 

第 3 に、被害状況図と地形分類や市街地化の情報を重ね合わせて、被害と地形や市街地

化の状態との関連性を分析した。その際、面積計算機能により、地形や市街地化の状態ご

とに浸水面積を集計し、被害の発生しやすい条件を定量的に把握した。加えて、地域的特

徴も検討し、被害の一般的傾向だけでは把握できないような局地的な要因についても検討

した。なお、これらの作業には GIS ソフトウェアの ArcGIS10.2（ESRI 社）を用いた。 

 

第 4.4 節 浸水被害の分布とその要因 

 （1）浸水および各種被害の分布   まず、浸水の分布図を第 4.2 図に示した。浸水面

積は 35.9km2 で全市域の 12.4％を占めた。この数値は、浸水面積を 11,270,000 坪（1 坪を

3.31m2 で計算した場合 37.3km2）と報告した『京都市水害誌』の数値に近似する結果を得
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た 148）。また、浸水深別にみると、約 30cm 未満が 12.9km2で全浸水域の 35.9％、約 30cm

～1m が 11.3km2 で同 31.5％、約 1m～2m が 7.9km2で同 21.9％、約 2m 以上が 3.4km2 で同

9.6％であった（他に浸水深不明のものが 0.4km2 あった）。いずれの値も『京都市水害誌』

の数値に近似する結果を得た。このことから『京都市水害誌』に記載された浸水面積が、

災害地図に図示された浸水域の面積を計測することによって得られた値である可能性が示

唆される。 

次に、浸水域の分布をみると、浸水は桂川左岸や御室川流域、天神川流域、桂川・鴨川

合流地点、堀川とその支流の小川、桂川右岸の松尾地域、賀茂川両岸、高野川沿い、賀茂

川・高野川合流地点、鴨川右岸の三条大橋以南、鴨川下流の左岸、宇治川・桂川・木津川

合流地点であった。また、浸水は京都盆地だけでなく山科盆地でも西部や山科川が宇治川

に流れ込む直前の地域でみられた。この内、2m を超えるような浸水深が大きかった地域

は、桂川と鴨川の合流地点や旧横大路沼付近であった。浸水深が 1～2m の地域も御室川・

天神川の合流地点、高野川沿い、鴨川沿い、淀付近でみられた。これに対して、洛中と呼

ばれた旧市街地の大半、および伏見の旧市街地は浸水を免れていたことがわかる。 

さらに、道路、橋梁、河川などの各被害の分布は以下の通りである（第 4.2 図）。「被害

状況図」で確認できた道路被害は 167 箇所であった。道路被害とは河川の氾濫による浸水

あるいは山崩れのために埋没、流失、破損した道路のことである。『京都市水害誌』には国

道、府道、市道を合わせて 244 箇所、その内、とくに被害の大きかった箇所については路

線別に 166 箇所の記載があることから 149）、「被害状況図」に記された道路被害箇所は、道

路被害の中でもとくに被害の大きかった箇所であると考えられる。その分布をみると、山
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間部や山麓部で多く、低地部でも鴨川沿いや右京でみられた。 

橋梁被害とは橋梁の流失や破損のことであり、「被害状況図」で確認できた橋梁被害は

71 箇所であった。『京都市水害誌』には橋梁被害の合計が 86 箇所、その内、被害の大きか

った 62 の橋梁について橋梁名とともに被害程度の記載が認められることから 150）、同図記

載の橋梁被害箇所はそのほとんどが網羅されていると考えられる。橋梁被害の分布をみる

と、堀川の上流、高野川、鴨川での被害が目立った。なお、鴨川については流木や流材に

よる橋の流出や破損が多数にのぼったことが指摘されており、この要因として前年の室戸

台風による山地の荒廃と倒木の放置によるものであることが指摘されている 151）。 

河川被害とは河川堤防の決壊や破損のことである。「被害状況図」で確認できた被害箇所

は 171 箇所であった。『京都市水害誌』では河川堤防の決壊箇所 284、破損箇所 114 の数値

が認められるほか、とくに被害の大きかった河川堤防の決壊・破損箇所数が記載されてお

り、その合計が 177 箇所である 152）。このことから同図記載の河川被害箇所は被害の大き

かった河川堤防の決壊・破損箇所について記されていると解釈することができる。河川被

害箇所の分布をみると、御室川や天神川、白川、堀川支流の小川など当時の郊外における

被害が目立った。 

 （2）浸水被害と地形・市街地化との関連性   まず、地形別の浸水状況を検討した。

山地・丘陵地と水域を差し引いた市内低地部の浸水面積は 34.7km2 で市内低地部全域に占

める割合は 26.4％であった。これは市内低地部の 26.7％が浸水したと報告した『京都市水

害誌』の数値 153）に近似する結果となった。各地形の浸水域が全浸水域に占める割合をみ

ると、氾濫原が 59.5％と も高く、扇状地の 22.5％が続いた。また、地形別の被災率に関
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して分割表の独立性の検定を行ったところ、有意確率（両側、Fisher の直接法）が 0.05 未

満であったのは、山地・丘陵地、段丘、氾濫原、微高地、旧河道であった（第 4.3 表）。こ

れらの相対リスク（特化係数）をみると、山地・丘陵地と段丘の値は 1 より小さく、氾濫

原と微高地、旧河道は 1 より大きい値を示した。このことは山地・丘陵地や段丘では他の

地形に比べて浸水しにくく、氾濫原や微高地、旧河道では他の地形に比べて浸水しやすい

という傾向を示している。中でも氾濫原と微高地、旧河道の被災率は段丘や扇状地など他

の地形に比べて 3～4 倍ほど高かった。なお、自然堤防などの微高地上でも浸水がみられた

ということは、比較的規模の大きな被害が発生したことが示唆される。 

次に、地域別にみると氾濫原や旧河道、微高地の浸水域は、桂川流域や宇治川・桂川・

木津川合流地点の氾濫原とほぼ一致した（第 4.3 図）。このような低地部での被害が一般的

ではあったが、局地的にはさまざまな地形で浸水がみられた。段丘での浸水域は右京区の

広沢池周辺や段丘を縫って開析谷を形成している御室川、宇多川、天神川の周辺、船岡山

周辺などにあたる。さらに、扇状地の浸水は右京区の帷子ノ辻や西院、安井、山内、桂川

右岸の松尾周辺、賀茂川右岸、堀川沿い、賀茂川・高野川の合流地点、高野川沿いの松ヶ

崎や高野、山端、鴨川沿いなどでみられた。 

続いて、市街地化と浸水域との関連性を検討した（第 4.4 表）。まず市街地化の状態を 1887

年時点で既に市街地化していた旧市街地（集落も含む）と、1887 年から 1931 年までの間

に市街地化した新市街地（集落の拡大地も含む）、山地・丘陵地部分を除いた 1887～1931

年の非市街地の 3 つに分類した。市街地化の状態ごとの浸水域の内訳をみると 88.0％を占

めた非市街地で圧倒的に高く、市街地では新旧とも大半の地域で被災を免れていた。ここ
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で、市街地化の状態ごとの被災率に関して、分割表の独立性の検定を行ったところ、有意

確率（両側、Fisher の直接法）は非市街地で 0.095 とわずかながら関連性がみられるにとど

まった。非市街地の相対リスク（特化係数）は 1.16 であることから、市域低地部全体の被

災率よりもわずかに高い。非市街地とは基本的に農地のことであり、これは氾濫原や低湿

地などで被害に遭いやすいという地形との関連性がみられた結果とも対応していると考え

られる。ただし、その他の市街地化の状態では被災率に差はみられず、市街地では新旧に

関わらず局地的に被害があったといえる。 

そこで、地域的にみると、旧市街地・集落での被害は堀川や鴨川沿いなどの歴史的市街

地内や下鴨神社周辺、主に農業を生業とする集落での被害は桂川沿い、宇治川・桂川・木

津川合流地点などでみられた（第 4.4 図）。新市街地での被害は各集落で拡大した地域に加

えて、鴨川沿いの五条・七条間など旧市街地内の内部充填的な市街地化地域、市域西部の

壬生、花園、西院、安井、山内や高野川沿いの田中、紫野や下鴨などの市街地北辺、西九

条、東九条など京都駅南部などで被害が目立った。このように、京都市大水害は、従来型

の農業地域の水害という側面をもつ一方で、旧市街地内やそこから外延的に拡大した新市

街地での局地的な水害という側面も併せもったものであったといえる。 

 （3）浸水被害の要因   ここまで、浸水の要因として地形と市街地化とを個別にみて

きたが、 後に両者の関係から被害要因を考察してみたい。桂川左岸では氾濫原とその中

を自然堤防などの微高地が点在している。氾濫原には非市街地である農地が広がり、自然

堤防上には集落が立地していた。この地域では氾濫原上にあった農地が浸水するだけでな

く、微高地に立地していた集落も浸水した。古くからの農業地域における被害の形態では
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あったが、微高地上の集落も浸水したということは、比較的規模の大きな被害がみられた

ということを意味する。ちなみに、鴨川・桂川合流地点や宇治川・桂川・木津川合流地点

では氾濫原が、右京区の広沢池周辺や太秦周辺では低位段丘が、帷子ノ辻や桂川右岸の松

尾、千代原、川島、下津林、市域北東部の松ヶ崎、高野、山端では扇状地がそれぞれ広が

っていたが、これらの地域は当時、市街地化していなかったことから、桂川左岸氾濫原と

ほぼ同様の農業地域型の被害であったといえる。 

賀茂川・高野川合流地点より下流の鴨川の氾濫原は近世に市街地化した地域である。豊

臣秀吉による御土居建設後、角倉了以による高瀬川開削、寛文新堤などの土木事業を契機

に段階的に氾濫原（河原）が開発されてきた。また、西院や西九条などの扇状地、東九条

などの氾濫原は、大正時代の都市計画事業により市街地化が進展した地域である。その他、

低位段丘上に位置する花園や西陣、扇状地上に位置する旧市街地西部の壬生、安井、山内

など都市計画事業実施地域のさらに外縁でも被害がみられた。このように、被害を受けた

市街地の特徴に明確な傾向を見出すことはできない。 

これらのことから、先にみた被害の発生のしやすさと旧市街地や新市街地であることと

の間に関連性がみられなかったのは、旧市街地でも新市街地でも水害に遭いやすいような

地形条件への展開が局地的なものであったためと推察される。日下は本災害を旧市街地の

水害と規定した 154）。鴨川沿いの水害が被害程度としては大きく、鴨川大洪水 155）という呼

称からも鴨川流域の被害が も注目されたことは間違いない。しかし、旧市街地の外延的

な拡大により形成された新市街地における水害もすでにこの時期にみられた。また、桂川

などの氾濫原における農業地域の水害もみられた。本災害の被災地域は地形や市街地化の
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状態などにより局地的に様々な様相を呈していたのである。 

ところで、『京都市水害誌』では浸水被害の実態だけでは把握できない局地的な被害甚大

地域も報告された。左京区や東山区では山麓部各所で山崩れが発生し、家屋が押しつぶし

された。その結果、死者や重傷者が出るなど被害が発生したのである 156）。ただし、同時

代の神戸市ほど山麓部への市街地の拡大が京都市ではみられなかったため、局地的なもの

にとどまったともいえる。この地域が、より大きな被害に遭うのは 1972（昭和 47）年の高

野川支流音羽川流域の土石流災害などに代表される第二次世界大戦後のことである。 

 

第 4.5 節 本章のまとめ 

本章では『京都市水害誌』付図の「被害状況図」をもとに、当時の京都市における浸水

被害の要因を GIS を用いて定量的に分析し、被災地域の特徴を把握した。その結果、以下

の 3 つの被災地域の特徴を明らかにすることができた。 

第 1 に、農業地域の水害である。これは桂川や宇治川・桂川・木津川の合流地点付近な

ど主に農地と農業集落の被害であった。この地域は戦後、都市化が進行し、都市水害を受

ける地域となる。本災害後の治水事業と合わせて、洛西工業地区や洛南工業地区の造成計

画が立てられた。戦時中は戦局の悪化で事業が十分に進行しなかったものの、戦後、1954

（昭和 29）年の土地区画整理法が制定されたことにより、事業は進展して市街地化が促進

された 157）。これらの地域にはスプロールによる市街地化もあるが、治水対策の進展がか

えって大規模な開発を促し、リスクを高めてしまった側面も考えられる。 

第 2 に、農地の被害に比べると市街地の被害は局地的であった。鴨川や堀川沿いで旧市
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街地が浸水被害を受けた。また、右京区の天神川や御室川沿いなどで明治時代以降旧市街

地から外延的に拡大した新市街地が被害を受けた。これらの市街地における都市水害が本

格化するのは、桂川や宇治川・桂川・木津川の合流地点付近などの氾濫原に都市化が進行

する第二次世界大戦後のことである。 

第 3 に、浸水被害では把握できないような、さらに局地的な被害を受けた地域も存在し

た。東山の山麓部など山崩れによる家屋被害や人的被害である。京都市では、京都市大水

害まで山麓部への宅地の進出はそれほど顕著ではなかった。そのため、戦後に多発するよ

うな山麓部での土砂災害は、局地的にごくわずかにとどまっていたのである 158）。 

過去の災害の経験を踏まえて治水対策が日々進展していることは間違いない。それでも、

水害に対して脆弱な地形条件に市街地が進出している地域がある以上、過去の災害の教訓

が十分に生かされず、対策が万全ではない可能性があるということを常に認識しておく必

要がある。 
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第 5 章 大阪市における高潮災害の地域的差異―1934 年室戸台風の事例― 

 

 第 5.1 節 本章の目的 

1934（昭和 9）年の室戸台風は日本に上陸した台風の中でも 大級であり、大阪市を中

心とする沿岸部の工業地帯に高潮災害を発生させた。これは、戦後に多発する都市部の高

潮災害の端緒にも位置づけられるもので、とりわけ被害の中心であった大阪市の分析結果

は都市を襲った高潮災害の歴史を考える上でも重要である。そこで本章では、1934 年に大

阪市を襲った室戸台風を取り上げ、被害の地域的差異とその要因を明らかにすることを目

的とする。なお、分析にあたっては GIS を用い、分析結果の実証性を高めることに努めた。 

室戸台風に関する先行研究は被害の中心であった大阪市に限ってみても、『昭和大阪市史』

に被害や復旧、復興の概要が記述されているし 159）、復興事業の財源確保に関する諸問題

についての指摘もある 160）。他にも大阪を対象とした研究には、当時の警報のあり方や災

害報道についての指摘 161）、鉄道の被災と復旧に関する研究 162）、被災した小学校に関する

研究 163）、ハンセン病外島保養院の流失に関する研究 164）、被災社寺に関するもの 165）、被

災後の災害科学研究所の設立に関する研究 166）などがある。しかし、これらの先行研究で

は高潮の浸水深や人的被害などの基本的な被害の要因を、自然的要因と社会的要因の両面

から検討することは行われてこなかったという課題がある。そこで筆者は、これまで歴史

地理学的な観点からの分析・考察が十分に行われてきたとはいいがたい室戸台風による大

阪市の高潮災害について、被災地域内の被害の地域差に着目し、地形や都市化など自然的・

社会的要因を検討したい 167）。 
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第 5.2 節 研究対象地域と室戸台風の概要 

（1）研究対象地域   本章の対象地域である大阪市（第 5.1 図）は、大阪平野のほぼ

中央部に位置する。大阪平野は、縄文海進後に主に淀川によって形成された沖積平野であ

る。今から 7,000 年前の縄文海進 盛期には、更新世に形成された上町台地とわずかな低

地を残して、その東方の生駒山地山麓部付近まで海面に没していた。この時、上町台地西

部で海面に没しなかった低地は天満砂州と呼ばれ 168）、淀川河口部の三角州よりも標高が

わずかに高い。近世初期の大坂夏の陣後、上町台地の 北端に大坂城が再建されるととも

に、天満砂州に今日の都市の基盤となる大坂三郷と呼ばれた城下町が発達した。近世を通

じて城下町の西部にあたる大阪湾沿岸部の三角州では、相次いで干拓により新田が開発さ

れた。ここが明治時代以降、臨海部の埋め立てなどによって工場地帯として都市化するこ

とになる。 

明治時代当初の大阪における水害といえば、淀川の洪水災害を意味した。1885（明治 18）

年 6 月に淀川で大洪水が発生し、それを受けて淀川河口部を大幅に付け替える淀川改良工

事が 1897（明治 30）年に着工した。また、新淀川の開削などすべての事業は 1910（明治

43）年までに完成した。さらに、1917（大正 6）年 9 月 30 日から 10 月 1 日にかけて淀川

大洪水が発生し、1918（大正 7）年から 1931（昭和 6）年にかけても淀川の改修工事が行

われた 169）。 

沿岸部の都市化は、港湾の整備とともに進展した。淀川の河川改修に遅れて 1897 年に大

阪築港が起工された（第一次修築工事）。第一次世界大戦後、軽工業から重工業への転換に
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対応するため、1929（昭和 4）年 7 月に大阪港第二次修築工事が開始された。これに合わ

せて、北港修築工事（1931 年）や南港埋立工事（1933（昭和 8）年）も行われた 170）。室

戸台風以前の高潮災害としては 1912（大正元）年、1921（大正 10）年、1929（昭和 4）年

などがあった 171）。また、戦後にも大阪は 1950（昭和 25）年ジェーン台風や、1961（昭和

36）年第二室戸台風で高潮災害を受けている。 

（2）室戸台風の概要   室戸台風は 1934 年 9 月 12 日、北太平洋パラオ諸島とチュー

ク諸島の中間海上で発生し、一旦南下したが 13 日より北上に転じ、発達しながら沖縄本島

に向けて北西の方向へと進んだ（第 5.2 図）。19 日夜、沖縄本島の南方で北北東に進路を変

えたことで、本州への上陸が決定的となった。そして、9 月 21 日 5 時頃、高知県室戸岬付

近に上陸した。この時の中心気圧は約 912hPa であった。8 時頃、現在の兵庫県神戸市東灘

区にあたる武庫郡本庄村深江に再上陸し（中央気象台彙報（以下、彙報とする）57 頁）172）、

この時、温帯低気圧に変わっていたとする説もあった 173）。 

室戸台風が日本列島を通過した 9 月 18 日から 21 日にかけての全国の降雨量の分布状況

を概観すると、降雨の性質は地域により「南偏りの温湿風に依る降雨と、北東偏りの冷湿

風に依るもの」（彙報 13 頁）との違いがあった。この内、「前者は主に太平洋岸南東に面す

る傾斜地に起こり、後者は不連続線と地形の両作用によるもので主に中国山脈に於いて起

こった」と指摘された（彙報 13 頁）。また、「其の中心の通路に当って比較的少量であった

点」も室戸台風の特徴とされた（彙報 13 頁）。すなわち、台風の中心が通過した大阪平野

から京都盆地にかけてのように降雨量の比較的少ない地域が存在したのである。このよう

に、停滞していた秋雨前線を台風が刺激したために岡山県や鳥取県では豪雨災害が発生す
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る一方、大阪府や京都府では豪雨ではなく高潮や暴風による災害が目立ったのである。ち

なみに、府立大阪測候所の観測による 20日正午から 21日正午までの 24時間雨量は 19.5mm

で、大阪市においてはさほどの降雨ではなかった 174）。 

被害は九州から東北にかけての 39 府県に及んだ（彙報 276-277 頁）175）。主な被災府県

の被害概要を第 5.1 表に掲げる。まず、死者・行方不明者数では大阪府が 1,888 名（この内、

死者は 1,812 名）と圧倒的に多く、次いで 261 名（死者 247 名）の兵庫県、233 名（死者

232 名）の京都府、152 名（死者 110 名）の岡山県の順となった。次に、人的被害者数を当

時の府県人口で割った府県別の人的被害率（百分率に換算）をみると、大阪府が 0.28％と

も高く、次いで京都府（0.12%）、高知県（0.08％）、兵庫県（0.06%）と続いた。ちなみ

に、全国では 0.03%であった。次に、世帯被害率（百分率に換算）でも大阪府が 24.3％と

も高かった。次いで、徳島県（18.8%）、岡山県（17.9%）、兵庫県（12.8％）と続いた。

ちなみに全国では 3.5%の被害率であったが、これらの府県では全国の値を大幅に上回った。

高潮と暴風による被害をともに受けた大阪府が人的被害、世帯被害ともに大きかったこと

がわかる。 

さらに、大阪府内の市区郡別の被害率（第 5.2 表）をみると、まず人的被害では堺市

（1.13％）、大阪市大正区（1.08％）で 1％を超えた。被害率が高いその他の市区郡には北

河内郡（現枚方市、門真市など、0.68％）、此花区（現福島区を含む、0.46％）、三島郡（現

高槻市や茨木市など、0.46％）、港区（0.45％）、西淀川区（0.42％）、豊能郡（現池田市や

箕面市など、0.36％）などがあった。他方、世帯被害では被害率 80％以上の自治体として、

大正区（101.9％）176）、此花区（85.7％）、港区（81.2％）があった。それに次ぐのが西淀
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川区（48.7％）と西区（46.3％）、浪速区（28.9％）で、堺市（26.2％）も 20％を超えた。

地域的にみると被害率は高潮による被害を受けた大阪市沿岸部の各区と堺市で高く、内陸

部でも台風の通路になった淀川沿いの区郡で高い値を示した。中でも大阪市大正区が人的

被害、世帯被害ともに大きな被害を受けた。 

なお、当時の調査報告によると、被害地域は暴風と高潮による被害の両方を受けた地域

と暴風による風害のみにとどまった地域とに大別される 177）。大阪市についてその分布を

区別にみると、風水害地域は西淀川区、此花区、港区、大正区、西区で、風害地域は東淀

川区、旭区、東成区、北区、東区、南区、天王寺区、浪速区、西成区、住吉区となった。 

 

第 5.3 節 研究方法 

（1）研究資料   まず、本章で主として用いる資料である『大阪市風水害誌』（以下、

風水害誌とする）について検討してみたい 178）。風水害誌は「昭和九年九月二十一日の未

曾有の風水害を永久に明記すると共に将来の貴重なる資料たらしめる目的」（風水害誌 5

頁）をもって、台風が襲来した年の 12 月に編集が開始され、その 3 ヶ月後の 1935（昭和

10）年 2 月に脱稿、5 月に印刷・刊行されたもので（風水害誌 6 頁）、編集作業はきわめて

短期間に実施された。風水害誌は全 11 章構成で、被害の実態に加え、救援・復旧・復興計

画などについて記載されている。被害の実態に関しては中央気象台大阪支台（以下、支台

とする）や府立大阪測候所（以下、測候所とする）、大阪府・大阪市など各方面の観測記録

や収集データが盛り込まれている。また、台風の特性や高潮の要因などについて、海洋気

象台紀要『海と空』所収の論文も引用されるなど（風水害誌 67 頁、76-79 頁）、学術研究
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の成果も踏まえながら科学的な説明にも努めていることがわかる。 

次に、風水害誌にも収録された暴風や高潮に関する資料がどのように収集されたか、当

時の災害調査の実態も把握しておきたい。台風の通過に伴う気圧や風向、風速などの気象

資料は大阪市東成区勝山通 9 丁目、現在の大阪市生野区勝山南 4 丁目にあった測候所の観

測記録によっている。 

高潮の潮位に関する 20 地点の資料は、内務省や大阪府、大阪市などが設置した潮位や水

位の観測地点の記録を測候所が中心となって収集したものである（風水害誌 71-72 頁）。多

くの地点では高潮によって観測器が流失するなどして潮位の観測が不能となり、浸水の痕

跡高などからの推定値が用いられた（彙報 205-206 頁）。観測器を用いた潮位の資料は西島

や六軒屋、毛馬など淀川の各閘門、安治川と淀川 下流の支流である木津川との合流地点

付近の西ノ鼻などに限られた（彙報 205-206 頁）。 

高潮に伴う浸水深は、おそらく痕跡高から得られたと考えられる 高潮位から、その地

点の標高を引いた値として求められ、70 地点の結果が風水害誌に一覧表として掲載されて

いる。70 地点の 大潮位と標高のデータは、大阪市の土木部員 40 名と京都帝国大学の学

生 30 名が 10 班に分かれ、これらの班により被災後 2 週間ほど経た 10 月 5 日から約 15 日

間にわたって約 2,000 地点のおそらく痕跡高が調査され、この中から精査されたものであ

る（風水害誌 105-109 頁）。また、前述の調査との関係は必ずしも明確にならないが、内務

省大阪土木出張所からの依頼により京都帝国大学理学部地球物理学講座の野満隆治教授が

浸水深調査を実施しており、その結果が、野満ほかの論文中に掲載されている 179）。風水

害誌付図「浸水地水位等高図」とこの論文中の図とを対比してみると、ほぼ同じものであ
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ると判断できる。「浸水地水位等高図」中には 127 地点の観測記録があり、場所や潮位、標

高の値をみると風水害誌一覧表中と同一の地点と考えられる調査地点が 13 地点存在して

いることがわかった。以上のことから、風水害誌一覧表の 70 地点と付図の 127 地点の観測

記録は、国・大阪市および京都帝国大学の協力により実施された浸水深調査の一連の結果

と解すことができる。 

高潮位から天体潮を差し引いた潮位偏差は、中央気象台の報告で求められている（彙

報 182-184 頁）。これによると、大阪では鶴町にあった支台や大阪飛行場内の支台分室、天

保山にあった測候所派出所、西島閘門など大阪湾沿岸の各観測所の資料が採用された。そ

して、大阪市内各地点の高潮が 高潮に達する 8 時台の天体潮を 1.2m とし、それぞれの

地点の潮位偏差が求められた 180）。 

以上の検討から、風水害誌は被害実態の詳細な分析に耐え得るものであると判断される。 

（2）分析の手順   本稿では前節で述べた資料を用いて、以下の手順で分析を行った。 

まず、風水害誌に記載された被害に関する地理情報の GIS データを作成した。用いた資

料は、各観測地点の高潮の 高潮位と標高（風水害誌 106-109 頁）、高潮の浸水域、大阪市

内各警察署管内別の死者、負傷者、行方不明者数の合計値 181）である。次に、これらの資

料を地図化した。地図化する際には、観測地点ごとの資料を用いて、観測された潮位や、

その潮位からその地点の標高を差し引いた浸水深を空間補間 182）と呼ばれる空間分析手法

を使って面的に推定することを試みた。使用された観測地点は、風水害誌に掲載された表

中の 70 地点および付図中の 127 地点であり、13 地点の重複分を除いた 184 地点である。

空間補間は検索半径を 1km に固定した IDW 法 183）で求めた。また、人的被害については、
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警察署管内別の死者、負傷者、行方不明者数を合計した被害者数を、各警察署管内の 1933

年 12 月現在の人口 184）で割った人的被害率を算出した。当時の各警察署管区域は『昭和七

年大阪府警察統計』185）付図の第 1 図「市部警察署位置并管轄区域図」（1933 年 4 月末日現

在）を参照した。 

そして、浸水深や人的被害の地域的差異を考察するにあたっては、まず、土地条件との

関係を分析した。すでに、稲見悦治は干拓地や埋立地などの沿岸部の地形改変地と高潮に

伴う浸水域とが一致することを指摘している 186）。そこで、明治中期の地形図 187）や被災時

期近くに刊行された地形図 188）を用いて、近世の干拓地や明治時代以降の埋立地を抽出し、

地形改変地と被害の分布状況との関係を重ね合わせによって分析した。これにより、被害

の一般的な傾向を確認するとともに、土地条件との対応関係だけでは説明できないような

被災地域も抽出し、局地的な要因を分析する。なお、作業に用いた GIS のソフトウェアは

ArcGIS10.2（ESRI 社）である。 

 

第 5.4 節 被害の特徴 

 （1）暴風被害   測候所の観測によると 9 月 21 日 7 時 40 分に風速 18.7 m/s と 15 m/s

を超え（風水害誌 68-70 頁）、この頃に大阪市内は強風域に達したものと思われる。8 時 3

分に風力計が破損してしまったが、この時の風圧計の記録では風速 60m/s にもなっていた。

この暴風の状況は、たとえば、「屋根瓦が木の葉の如く飛散し、大樹が地上部より捻り切ら

れる程のものである。従って在来の各種建設物の倒壊破損など、その夥しいことは、殆ん

ど一般の想像外に及んだ」（風水害誌 79 頁）と記録されていた。そして、8 時 5 分頃、無
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線柱が風力計等を取り付けている鉄柱上に倒れ、風力計、風圧計、風信器が大破し、これ

により風速観測が一時不能となってしまった。観測体制は 9 時 20 分に復旧したが、以降、

風速は徐々に減衰し、10 時に 13.4m/s となって（風水害誌 93-98 頁）、この頃大阪市内は強

風域を脱したものと思われる。 

近年の研究成果によると、同日 8 時頃の海上風分布は大阪市沖で風速 40 m/s、 大風速

45 m/sと推測され、8時から 9時にかけて大阪湾沿岸一帯の波高は 4mに達したという 189）。

風速 60 m/s というのは、現在の気象庁の階級では、「猛烈な台風」に相当する。実際に、

鉄塔や煙突が多数倒壊するとともに、市内各地の小学校も倒壊し、教諭や児童に多数の死

者をもたらす惨事となった 190）。さらに、四天王寺五重塔も倒壊し、文化財にも被害をも

たらした（風水害誌 104 頁、347-347 頁）。 

（2）高潮被害   大阪市内における高潮の侵入の経過を検討するには、支台分室によ

る観測記録が参考になる（彙報 203-207 頁）。この記録をみると、21 日 7 時 55 分頃地上

（O.P.3.0m）に浸水が始まり、8 時過ぎに床上（O.P.3.5m）に浸水し、8 時 10 分頃に高潮は

床上 0.8m（O.P.4.3m）のところにあった自記晴雨計に達した。ここで、O.P.（Osaka Peil）

とは大阪湾 低潮位のことをいい、当時、O.P.は東京湾平均海面（T.P.）より約 1m 低かっ

た。そして、8 時 18 分には潮位が 高位となる O.P.5.6m を記録した。この約 20 分間に潮

位が 2.6m も上昇したことになる。その後、潮位は侵入時よりもややゆるやかな速度で下

降していった。なお、天保山検潮所で O.P.5.1m、大阪港で O.P.5.0m というような潮位観測

記録もあり（風水害誌 71-72 頁）、大阪湾沿岸部では広い範囲で潮位が O.P.5.0m に達した

ものと考えられる。当時の報告では、天体潮として 1.2m が採用されていたため、高潮と
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の潮位偏差は約 4.0m であったと考えられている（彙報 184 頁）。 

ところで、一般的に高潮による潮位の上昇の要因としては、低気圧の通過に伴い海面が

持ち上がる「吸い上げ効果」と、台風の風による「吹き寄せ効果」が主要なものである。

これらを気象条件の観測値から理論的に推定する研究があるが、それらの中で も簡便と

考えられる方法で計算してみると 191）、「吸い上げ効果」によるものは 1.28m、「吹き寄せ効

果」によるものは 2.88m という値になる 192）。これら両者の効果を合計すると 4.16m とな

り、上述した潮位偏差にほぼ近似する。また、8 時頃の大阪港における天体潮を、海上保

安庁海洋情報部の潮汐推定 193）により求めてみると、満潮から 3 時間後で約 O.P.1.0m であ

ったことから、高潮の潮位が O.P.5.0m を超えた記録とも符合する結果が得られた。 

次に、測候所の調査による市内各所の高潮の 高位とその到達時間をみると（第 5.3 図、

風水害誌 71-72 頁）、高潮は新淀川や堂島川、土佐堀川を遡上して大阪城東方の寝屋川まで

到達した。その侵入速度をみると、高潮の侵入速度は新淀川で 2.2 m/s、安治川で 2.5 m/s、

尻無川で 3.6 m/s（風水害誌 75-76 頁）と早歩きからジョギングくらいの速さで陸地を遡上

したものと考えられる。 

この高潮によって、防波堤のような沿岸部の防災施設は軒並み被害を受けた。当時の防

波堤には、北防波堤と南防波堤、内港防波堤などがあり、防波堤の高さは O.P.2.5m ないし

O.P.3.0m であった（風水害誌 120-121 頁）。しかし、暴風により防波堤上に置かれた高さ約

1.0m のコンクリートブロックが多数転落したことにより、堤頂が O.P.1.0m ないし O.P.1.5m

に低下してしまった（風水害誌 120-121 頁）。また、高潮が防波堤や河川の堤防を溢流した

ことにより堤防の裏面が破壊され決壊するという現象が神崎川やその支流など 4 箇所で発
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生した 194）。この他、尻無川など 5 箇所では、高潮による激浪により沿岸に打ち寄せられ

た船舶が護岸に激突し、損壊するということも起こった 195）。 

各観測地点で観測された潮位の記録をもとに、空間補間によって地上に侵入した高潮の

面的分布を推定してみると（第 5.3 図）、築港付近や木津川河口部で O.P.5.0m 以上の高潮位

を示したほか、淀川と安治川間および尻無川と木津川間の沿岸部で O.P.4.0m から O.P.5.0m

の高い潮位をみた。また、内陸部でも河川沿いで O.P.3.0m から O.P.4.0m の潮位に達した。

なお、高潮の侵入は地表面を遡上するだけでなく、下水が逆流することにより表通りに点

在していたマンホールから吹き上げる現象も起こっていた（風水害誌 109-110 頁）。 

 （3）高潮の浸水域と浸水深の分布   大阪市では室戸台風によって以上のような潮位

分布を示したが、浸水を受けた土地の標高によって深度は異なり、被害程度にも地域的差

異がみられた。本稿では、風水害誌に所収された縮尺約 85,000 分の 1 の「大阪市風水害浸

水地域図」の浸水域を検討対象とした。また同時に、高潮の潮位記録から地点の標高を差

し引いて、空間補間により高潮の浸水深を面的に推定し、その分布を検討した（第 5.4 図）。

まず、浸水域の面積を計算してみると 49.4km2 となり、これは大阪市域（184.8km2）の 26.7％

に相当する値であった。風水害誌では、大阪市総面積に占める浸水面積の割合を 26％とし

ており（風水害誌 104 頁）、本稿でもこれとほぼ同様の結果が得られた。 

まず、高潮による浸水が認められた範囲を検討してみよう。安治川より北側では梅田貨

物駅から淀川に伸びる軌道の西側まで、安治川より南側ではほぼ十三間川の西側までみら

れた。浸水域を区別でみると、此花区、港区、大正区の全域、西淀川区、西区、浪速区、

西成区、住吉区の西側、東淀川区の一部である。なお、内陸部の寝屋川流域にも寝屋川の
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氾濫による飛地的な浸水域が認められる。 

次に、浸水深の地域的差異を詳細にみていく。深度別の面積を求めると、0.5m 未満が

5.9km2（11.9％）、0.5m～1.0m が 9.8km2（19.8％）、1.0m～2.0m が 22.5km2（45.5％）、2.0m

以上が 9.0km2（18.2％）となった（浸水深不明の面積は 2.2km2）。1.0m 以上の浸水域が 60％

を超え、浸水深が大きい地域が広範囲に広がっていたことがわかった。その分布をみると、

2.0m を超えたのは、西淀川区の布屋、此花区の正蓮寺川沿い、港区の築港、住吉区の沿岸

部であった。浸水深が 1.0m～2.0m の地域は、大正区のほぼ全域のほか、西淀川区、此花

区、港区、住吉区の西部、西成区の一部（津守地区）であった。 

他に、大阪府工場課の調査による湛水期間の分布をみておきたい 196）。4 日以上の長期に

及ぶ湛水をみた地域を抜き出すと、西淀川区や此花区、港区、住吉区の沿岸部のほか、内

陸部にあって浸水深が 0.5m～1.0m 程度にとどまっていた此花区西九条や港区九条、同区

市岡付近になる。これらは、下水溝の閉塞などにより長期間にわたって湛水したものであ

る（風水害誌 100-104 頁）。さらに、湛水期間が長引いたことで、感染症の被害も増大した

（風水害誌 602-605 頁）。ちなみに浸水は、地下道など地下にも及んだことを付記しておき

たい（風水害誌 257-258 頁）。 

 （4）人的被害の分布   大阪市内各警察署管内別の死者、行方不明者、負傷者数を合

計した資料から人的被害の分布をみると（第 5.4 図）、旧市街地外縁に位置する沿岸部や、

大阪城より東側の内陸部で高い値を示していることがわかった。沿岸部で死亡率が高かっ

たのは、新淀川左岸と安治川とに挟まれた朝日橋警察署管内（0.21％）、新淀川 下流の右

岸域に相当する大和田警察署管内（0.20％）、尻無川と木津川とに挟まれた泉尾警察署管内
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（0.10％）などであった。また、各警察署管内の死亡者に行方不明者や負傷者も加えた被

害者数の合計値を、各警察署管内人口で割った人的被害率（百分率に換算）をみると、泉

尾警察署管内（1.17％）、朝日橋警察署管内（0.89％）、築港方面の築港警察署管内（0.80％）、

大和田警察署管内（0.68％）、安治川と尻無川とに挟まれた市岡警察署管内（0.61％）の順

に高かった。つまり、沿岸部においては高潮の浸水深が 2.0m 以上を示した此花区の沿岸

部や港区の築港付近、大正区などで被害の大きい地域がみられた。風水害誌の記録による

と、死者は西淀川区のハンセン病外島保養院で 187 名、島屋町で 85 名、此花区の酉島で

48 名の死者を出している（風水害誌 93 頁）ことからもその事実が検証される（第 5.4 図）。

ただ、泉尾警察署管内のように浸水深が 2.0m に達しないような地域でも、人的被害率が

高い地域も認められる。泉尾警察署が立地する大正区では、区内に多数分布する貯木場か

らの流木により多数の負傷者が出たようである（風水害誌 101-102 頁）。流木による被害は、

伊勢湾台風時の被害の拡大要因としても指摘されており 197）、大正区における人的被害率

を高めた要因として流木による被害も考えられる。 

一方、内陸部における被害の要因は、高潮によるものではなく台風に伴う暴風によって

いる。当時の分析によると、住宅が密集していない郊外には暴風を遮蔽するものがなかっ

たためではないかとされている（風水害誌 104 頁）。しかし、内陸部の郊外であっても中本

や平野、阿倍野、東淀川区の各警察署管内では比較的人的被害が小さかったところもあり、

暴風の影響は局地的に異なる様相を呈していたことが窺える。 

 

 第 5.5 節 被害の要因 
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 前節で検討した浸水域および浸水深の地域的差異の要因を、土地条件に着目して考察す

る。 

まず、高潮によって浸水しなかった地域についてみると、大坂三郷と呼ばれた旧市街地

のほとんどが含まれる。これは、旧市街地が天満砂州と呼ばれる砂堆上や、中之島など旧

淀川である大川の堆積物によって形成された微高地 198）上に位置していたためであると考

えられる。また、十三間川で浸水が止まったのは、十三間川以西が近世以降の新田開発に

より形成された干拓地であったことが影響したものと考えられる。 

次に、土地条件別の浸水状況を検討した。1885（明治 18）年から 1899（明治 32）年に

測量・修正された 20,000 分の 1 の仮製図および 1932（昭和 7）年の地形図から、近世の新

田開発により干拓された地域、明治時代以降の港湾整備や工場地帯の整備に伴って埋め立

てられた地域を抜き出した。浸水面積の内訳をみると（第 5.3 表）、近世以前から陸地であ

った地域が 15.4km2（31.2％）、干拓地が 25.9km2（52.4％）、埋立地が 8.1km2（16.4％）と

なり、干拓地や埋立地などの近世以降の地形改変地が全浸水域の約 3 分の 2 を占めること

がわかった。また、近世以前からすでに陸地であった地域は 11.7％が浸水するにとどまっ

たが、近世や明治時代以降に陸化した干拓地や埋立地はほぼ 100％が浸水した（第 5.3 表）。

さらに、土地条件別の浸水深の割合をみると（第 5.5 図）、近世以前から陸地であった地域

では 0.5m 未満の浸水域が 34.4％、0.5m～1.0m の浸水域が 34.4％を占めた。他方、干拓地

では 1.0m～2.0m の浸水域が 59.8％、2.0m 以上の浸水域が 18.9％、埋立地では 1.0m～2.0m

の浸水域が 48.1％、2.0m 以上の浸水域が 49.4％となり、臨海部の地形改変地とりわけ埋立

地で浸水深が高くなる傾向が見出された。 
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このような一般的な傾向に対して、干拓地でありながら 2.0m 以上の浸水深となったと

ころもあるし、近世以前から陸地であった地域でも 1.0m 以上と浸水深が比較的大きかっ

たところもあった。これらの地域においては、地形改変地という要因に加えて、より局地

的な拡大要因も考えられる。第 5.4 図で位置を確認してみると、前者の干拓地でありなが

ら 2.0m 以上の浸水深をみたのは正蓮寺川沿いで、この地域ではおそらく地盤沈下の影響

が原因として考えられる。 

大阪における地盤沈下は、1925（大正 14）年 5 月の北但馬地震や 1927（昭和 2）年 3 月

の北丹後地震において、大阪地方が激しく揺れたことから指摘され始めた。実際、この頃

から大阪西北部の地盤沈下が目立つようになっていた 199）。1933 年になって地震学者の今

村明恒は地塊運動の結果とする説を唱えた 200）。また、今村の提言により、1934 年 5 月に

地盤沈下に関する水準点が設置され測量が開始された 201）。室戸台風後の 1935～1939（昭

和 14）年の観測結果を分析した和達清夫によると、年沈下量が 15mm 以上に及ぶ沈下 激

甚地域は此花区や西淀川区、尼崎市の海岸寄りの地域であった 202）。これらの地域は、室

戸台風に伴う高潮の浸水深が も大きかった地域とも対応する。また、陸地測量部の設置

した水準点における標高の推移をみると 203）、浪速区、西区、北区、港区、西淀川区の各

点で 1930（昭和 5）年頃から沈下量が大きくなったことがわかる。正蓮寺川が流れる此花

区には、西六社と呼ばれた重化学工業を担った大工場が多数立地しており 204）、この地域

で地下水の過剰な汲み揚げがあったと考えられる。 

稲見は室戸台風に伴う高潮では地盤沈下の影響はほとんどなかったと述べる一方 205）、

小田康徳は室戸台風による損害の大きかった地域は、地盤沈下激甚地域と重なることを指
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摘した 206）。後者の指摘は実証的な分析の結果に基づく主張ではない。しかし、本稿の結

果は、高潮の浸水深と当時の地盤沈下とが関わっていることを示唆し、後者の主張を補強

するものとなったと考えられる。 

 

 第 5.6 節 本章のまとめ 

本章において筆者は、『大阪市風水害誌』に掲載された被害に関する地理情報の GIS デ

ータを作成し、空間分析手法などを用いて被害の地域的差異とその要因を明らかにする研

究を行った。その結果は以下の 2 点にまとめられる。 

第 1 に、高潮に伴う浸水深の地域的差異を分析した結果、近世の干拓地や明治時代以降

の埋立地などの沿岸部の地形改変地で大きい浸水深が認められた。また、浸水深が 2.0m

以上と も大きい地域では、死者、行方不明者、負傷者のような人的被害も大きかった。

これらのことから、室戸台風の一般的な傾向として土地条件が被害の程度に大きく関係し

ていることが判明した。ただ、大正区のように浸水深が 2.0m 未満にとどまったにもかか

わらず、人的被害が大きい地域もみられた。大正区は、整備された河川や運河の水運を利

用する木材業者の集積地域で、多数の貯木場が立地しており、人的被害の拡大要因として

貯木場からの流木も考えられた。 

第 2 に、土地条件に加えて都市化に伴う局地的な被害の拡大要因も認められた。浸水深

の大きい 2.0m 以上の地域は基本的に明治時代以降の埋立地でみられたものの、此花区を

流れる正蓮寺川沿いの地域では干拓地でもみられた。このような地域の分布を検討してみ

た結果、此花区には、西六社などの重化学工業を担う企業の大工場が多数立地しており、
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これらによる地下水の過剰な汲み揚げが災害以前から行われ、地盤沈下が進行していたも

のと考えられる。このことから、高潮による浸水深度と当時の地盤沈下とが関わっている

ことが推察された。 

以上本章では、GIS を使って 1934 年室戸台風における大阪市の高潮災害の被害要因を自

然的要因と社会的要因の両面から検討した。その結果、被害は干拓地や埋立地などの地形

改変地との対応が概ね認められるとともに、貯木場からの流木や大規模工場の立地する地

域における地盤沈下などの都市化に伴う局地的な被害の拡大要因も示唆することができた。 
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第 6 章 神戸市における土砂災害の地域的差異―1938 年阪神大水害の事例― 

 

 第 6.1 節 本章の目的 

神戸市において、明治時代以降では 1896（明治 29）年、1938（昭和 13）年、1961（昭

和 36）年、1967（昭和 42）年に大規模な水害が発生した 207）。これらの中でも、1938 年の

阪神大水害は、神戸市の水害史上で 大規模の被害をもたらしたもので、都市における大

規模土石流災害の端緒としても位置づけられている 208）。 

阪神大水害における被害の実態に関する研究は、災害の時代的変化を明らかにする研究

と、被害の地域性に着目して被害の地域差の要因を明らかにする研究とに大別される。前

者には、明治中期頃に三角州、大正時代から昭和初期に扇状地、第二次世界大戦後に山地

へと被災域が市街地化の進展にともなって変化してきたことを指摘した地理学の研究 209）

がある。土木工学では 1938 年阪神大水害のほか、1961 年、1967 年の災害を対象に、浸水

域や人的被害分布の変化とその要因分析に関する研究がある 210）。 

後者の研究として稲見悦治は、阪神大水害において神戸市の東部と西部とで被害形態に

差異があることを指摘した 211）。つまり、東部では全壊や半壊の家屋被害が目立ち、西部

では家屋被害にまでは至らない浸水被害が広がるとした。こうした東西における地域差の

要因として、各河川の流域面積や傾斜の大小を挙げた。また、流域特性や地形条件のよう

な自然的要因だけでなく社会的要因として、市街地の発達とそれに伴う河川の付け替えや

暗渠化、河川改修などの要因にも言及している 212）。このように、稲見が家屋被害にも着

目して被害の地域性を分析しようとした点は重要であるが、要因分析は網羅的である一方
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で、十分な検証を行ったものではなかった。 

自然的要因において、より重度な被害である家屋被害は浸水被害に比べると局地的であ

ることから、流域面積や傾斜だけでなく洪水流が集中したり土砂が堆積したりすることに

関わる地形条件も考慮に入れる必要がある。高橋学は住吉川・芦屋川間について段丘化し

た地形の地域では被害は小さく、現氾濫原面の扇状地で被害が大きくなることを指摘した

213）。また、藤岡ひろ子・池田碩は住吉川流域を対象に 214）、久武哲也は住吉川・芦屋川間

を対象に被害が拡大した要因として旧河道や天井川のような地形条件に触れている 215）。

しかし、家屋被害の分布と地形との関連性を扱った既存の研究は、いずれも当時の神戸市

域外であり、稲見が指摘した当時の神戸市域における家屋被害分布の要因も地形条件から

再検討する必要がある。 

また、社会的要因も浸水被害だけでなく、さらに局地的な家屋被害との関連性を考える

場合、市街地の面的な広がりや、付け替え河川と被害との関連性を指摘するだけでは十分

でなく、それぞれの地域ごとに違いをみせる都市化の実態と関連させたより詳細な分析が

必要である。藤岡・池田は近世と近代との土地利用のあり方の違いに着目した 216）。また、

鉄道の軌道の影響 217）や土地区画整理事業の影響 218）に関する指摘などもあり、これらも

考慮に入れるべきであろう。さらに、河川の付け替えがどのように被害を大きくしたかと

いう因果関係を明らかするような分析も考えられる。しかし、既存の研究において家屋被

害分布と都市化との関連性をより詳細な地域スケールで分析した研究は、当時の神戸市域

外を対象としたものに限られ 219）、阪神大水害で大きな被害を受けた神戸市についての分

析は決して十分とはいえない。 
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この理由として、10,000 分の 1 程度に比べると相対的に小さい縮尺の 2,7000 分の 1 や

50,000 分の 1 のような災害地図が資料として用いられてきたことが考えられる 220）。比較

的小さい縮尺の災害地図は、神戸市全域に広がりをみせるような浸水被害の実態を把握す

るには適当であるが、家屋被害のような、より局地的な被害の実態分析を行う際には効果

的ではない。神戸市における阪神大水害に関する資料の中には、10,000 分の 1 程度の比較

的大きな縮尺の地図資料（以下、「河川別災害地図」とする）も存在しており、詳細な分析

を行うことは可能である。ただし、既往研究では 8 葉からなる「河川別災害地図」を 1 葉

ずつ分析した奥田節夫ほかのものがある程度である 221）。しかし、1 つの河川流域が複数の

図幅にまたがっているなど「河川別災害地図」の分析には困難を伴うことから、これまで

あまり用いられてこなかったと考えられる。このように、「河川別災害地図」という分析の

困難な地図資料をいかに利用するかも課題として残されている。 

以上の研究史をふまえ、本章では大縮尺の災害地図を用いて、1938 年阪神大水害におい

て大きな被害を受けた地域でありながら、詳細な分析が行われてこなかった 1938 年当時の

神戸市の家屋被害分布とその要因を明らかにすることを目的とする。これによって、過去

の被害実態の分析から得られた知見は、神戸市の平野部における豪雨災害に備える際に役

立てられることも可能となろう。 

なお、本章で用いる大縮尺の災害地図の分析にあたっては、GIS を用いて被害の GIS デ

ータを作成した。これによって複数葉にわたる災害地図を神戸市全域で統合的に検討する

ことが可能になった。また、作成したデータと既存の地形図や土地条件図とを GIS 上で重

ね合わせることで、被害分布の要因を検討することも容易になる 222）。本章は第 4 章、第 5
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章とともに歴史災害研究における GIS を有効に用いた試みの 1 つであり、その意味でも大

きな意義があるものと考える 223）。 

 

第 6.2 節 研究対象地域と阪神大水害の概要 

（1）研究対象地域   本章の対象地域は、現在の神戸市灘区から須磨区までにあたる

1938 年当時の神戸市域である（第 6.1 図）。市域は六甲山地（ 高峰六甲山の標高 931m）

と大阪湾とに挟まれた、東西に細長く南北に短い六甲山地南麓に広がる平野（以下、六甲

山地南麓平野とする）上に位置する。六甲山地は、宝塚市から神戸市の塩屋に至る北東か

ら南西方向に延びる東高西低の傾動山地であり、その地質はおもに花崗岩の風化層からな

る。六甲山地の南縁は五助橋や諏訪山、会下山などの断層によって限られている。 

次に、六甲山地南麓平野の地形を概観する。六甲山地を開析する中小の河川は、山間部

で生成された土砂を運び下流に堆積させる。これによって形成時期の異なる大小様々な扇

状地が形成された。扇状地先端部には縄文海進後の海退に伴って三角州や砂堆が形成され

た。このような六甲山地南麓平野は、東部と西部の大規模な扇状地が形成されていない地

域と中部の顕著な扇状地が形成されている地域とに区分される 224）。 

そして、1938 年当時の神戸市域において、近世以前、現在の兵庫港にあたる兵庫津や灘

の酒造地域で都市的土地利用が広がる一方で、それ以外のほとんどの地域では農村的土地

利用が卓越していた。しかし、1868（慶応 3）年の開港以降に市街地化が急速に進行し、

1930 年代までには六甲山地南麓平野のほぼ全域が市街地化された。阪神大水害の翌年であ

る 1939（昭和 14）年には人口が 100 万人を超えるなど 225）、神戸市は戦前における日本の
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6 大都市の 1 つに数えられるほどの人口規模を有していた。 

（2）阪神大水害の概要   1938 年の阪神大水害の概要は以下の通りである。7 月 3

日に雨が降り始め、5 日に雨量を増した豪雨によって大規模な水害となった。7 月 3～5 日

の 3 日間における合計雨量は平野の神戸測候所で 456.9mm、山地の六甲山で 615.8mm を記

録した 226）。この雨量は当時の神戸市の年間平均降水量の約 3 分の 1 にあたる 227）。この豪

雨のために、六甲山の各所で斜面崩壊が発生し、市域の河川が氾濫すると同時に、巨石や

流木、土砂の入り混じった土石流が神戸の市街地に流れ込んだ。この水害では神戸市にお

ける家屋の約 7 割が被害を受け、616 名の死者をだした 228）。この水害によって災害後の砂

防事業の国直轄化や主要河川の改修が行われるなど、神戸市の治水史に 1 つの画期をもた

らした 229）。 

 

第 6.3 節 研究方法 

（1）研究資料   本章で用いた資料は『神戸市水害誌』230）と、『神戸市水害誌附図』

231）に収録されている縮尺 10,500 分の 1 の「河川別災害地図」である。両者はともに、阪

神大水害の発生した 1 年後に神戸市によって編纂された災害誌である。『神戸市水害誌』は

全 5 編によって構成されており、その第 2 編には阪神大水害の「水害状況」についての記

述がある。これらの記載にあたっては現地調査の報告が参考にされているなど 232）、より

正確な事実の記載に努めていたと解すことができよう。 

一方で、『神戸市水害誌附図』には河川ごとに 8 葉の図幅からなる「河川別災害地図」が

収録されている。この「河川別災害地図」の作成者や作成方法等については、『神戸市水害
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誌附図』の「凡例」の項目に記載があり、以下それに依拠して概要を記す。作成には岡久

嘱託 233）の計画により、被災後の夏休みに神戸市立第一神港商業学校（現、神戸市立神港

高等学校）の教員と主として第四学年の生徒があたった。調査・作成方法については、既

に一部述べたが（第 3 章第 3.2 節）、自治区内を「踏査」して作成したカードを整理し、そ

の内容を3,000分の1の地図に記入したものを10,500分の1に縮図したものとされている。

この「河川別災害地図」を作成するにあたっては、夏季休暇中の生徒の「奉仕作業」が活

用されている。また、「河川別災害地図」に記載された山谷崩壊場所については、神戸市経

済部山地課の山本技師 234）に委嘱され、同課の調査記入によるものとなっている。 

以上のように、「河川別災害地図」は、生徒の「踏査」や神戸市山地課の調査の結果をも

とに作成された可能性が高い。これらの調査は、家屋などに残る被害の痕跡や聞き取り調

査などの現地調査であると推察され、情報の精度は比較的高いものと考えられる。また、

この地図の中には流出家屋や全壊家屋、半壊家屋、浸水域、山谷崩壊場所（以下、斜面崩

壊箇所とする）、流木堆積、橋梁破損、橋梁流出、道路破損など、他の災害地図とは違って

被害の項目が多岐にわたって記載されている。 

このように神戸市全域にわたって被害実態を詳細かつ網羅的に記した資料としては、管

見の限りこれらの資料以外は見当たらず、被害分布とその要因を分析する際には上記 2 点

の資料が も有用なものと考えられる。 

（2）分析の手順   本章では前項で述べた資料を用いて、以下の手順で分析を行った。 

第 1 に、家屋被害分布を把握するために、各種被害の GIS データを作成した。GIS デー

タの作成方法は以下の通りである。まず、「河川別災害地図」をスキャニングして画像デー
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タを作成し、これを GIS ソフトウェアに読み込む。次に、国土地理院より提供されている

基盤地図情報をベースにして、ジオリファレンス機能によって画像データに位置情報を付

加する。 後に、GIS のエディタ機能を使って、「河川別災害地図」の各種被害をトレース

する。トレースの際には浸水域と斜面崩壊箇所はポリゴンの形式で 235）、流出と全壊、半

壊の各家屋被害はポイントの形式で GIS データを作成した 236）。 

第 2 に、分析の際に必要となる地理的特性として、当時の地形と都市化の特性を明らか

にした。まず、当時の地形特性を明らかにするために GIS を用いて地形分類を行い、地形

分類図を作成した。地形分類図の作成にあたっては旧版地形図 237）や既往研究 238）をもと

にするとともに、土地条件図 239）や数値地図 50m メッシュ（標高）240）などの現在の地形

情報も活用して不十分な点を補った。具体的には、便宜的に標高 10m の等高線を傾斜変換

線とみなして、土地条件図の中分類において扇状地や緩扇状地に区分されている地域を、

傾斜の大小によって扇状地と三角州とに区分した。さらに、旧版地形図や既往研究をもと

にして土地条件図の分類項目を当時の地形に区分し直した。 

また、都市化の特性として市街地化の時期に着目した。市街地化の時期としては、近世

的な土地利用を残しながらも、近代以降に市街地化した地域が一部で認められる明治中期

を取り上げ、この時期に測量・作成された 20,000 分の 1 の仮製図を準備した。これを既述

の災害地図と同様に GIS データ化した。 

第 3 に、災害地図と地形分類図や仮製図とを GIS 上で重ね合わせて、被害状況と地形条

件・都市化との関連性を分析した。なお、これらの作業に用いた GIS のソフトウェアは

ArcGIS9.3（ESRI 社）である。 
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第 6.4 節 家屋被害の分布とその要因 

 （1）家屋被害の分布   本節では、神戸市全域を対象とした家屋被害の分布の特徴を

検討する。ここで家屋被害とは、「河川別災害地図」から得られた流出家屋と全壊家屋、半

壊家屋に関する情報を合わせたもののことをいう。 

まず、家屋被害の分布は山地と平野とに大別される（第 6.2 図）。山地における家屋被害

は、山間部の各所に点在していることが読み取れるが、家屋被害の付近には斜面崩壊が認

められるという特徴がある。つまり山地においては、斜面崩壊箇所に近接している急傾斜

地をもつ場所で発生しており、山地における家屋被害は斜面崩壊に関連するものと推測で

きる。 

一方で、平野における家屋被害は、妙法寺川や新湊川支流苅藻川の上流部における谷底

平野の河川沿い、宇治川や旧生田川、西郷川、石屋川のような六甲山地南麓平野の各河川

沿い、湊川や都賀川のような平野における河川合流地点に集中する傾向にある。とりわけ、

宇治川と西郷川、都賀川では下流部まで家屋被害が認められる。 

次に、浸水域の分布をみると（第 6.3 図）、家屋被害が認められる地域は浸水深も大きい

ことがわかる。「河川別災害地図」の凡例で深さ 6 尺以上（第 6.3 図の凡例では 2m 以上）

の 大の浸水を受けた地域は、各河川沿い、湊川の合流点、河川付け替え前の旧生田川、

都賀川の合流付近に多かった。次いで、浸水の深さ 3 乃至 6 尺（第 6.3 図の凡例では 1～2m）

の地域は、旧生田川の下流、宇治川の下流、都賀川の下流などにある。1m 未満の比較的

浅い浸水であった地域は広範囲にわたっている。とくに目立つのが、神戸市西部の新湊川
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下流と妙法寺川との間、および旧生田川や旧湊川の下流部である。 

このように、平野における家屋被害は、山間部の谷底平野や、六甲山地南麓平野の各河

川沿い、河川の合流地点など浸水深の大きい区域で多く発生しており、土砂を多量に含ん

だ土石流に起因するものであったと推察される。 

（2）家屋被害分布の要因   まず、家屋被害の分布と当時の地形とを重ね合わせるこ

とにより、家屋被害の分布と地形との関連性を検討した。旧版地形図と既往研究の成果、

さらに土地条件図や数値地図 50m メッシュ（標高）を補足的に用いて作成した地形分類図

（第 6.4 図）をもとに当時の地形特性をみると、山地・丘陵地を除いた地域の地形は 2 つ

に大別される。すなわち、西部の湊川と妙法寺川流域の扇状地の発達が乏しくて傾斜の緩

やかな三角州の占める割合が高い地域と、生田川や都賀川、石屋川流域の地形を刻み段丘

化させた開析谷中に扇状地が発達する地域である。家屋被害は、傾斜の緩やかな三角州が

発達している地域では認められず、河川が段丘を開析して狭隘な谷地形を形成している地

域に集中していることがわかった。 

三角州が広がる地域では、家屋被害は山間部の谷底平野にみられる程度であった。この

ような地域では、洪水流が集中するような狭隘な地形がなく、洪水流が分散したために、

家屋被害をもたらすまでには至らなかったものと考えられる。一方、狭隘な谷地形を形成

している地域では宇治川や西郷川、都賀川など、河川の氾濫原が段丘間の狭い範囲にとど

まっていたために、下流部まで家屋被害がみられた。このような地域では、流量が多く流

速が速い洪水流が段丘間の狭い範囲に流れ込み、河川付近の家屋に被害を与えたものと考

えられる。 
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稲見は、神戸市の東部と西部とで被害に差異がみられたことについて、河川の流域面積

や傾斜をその要因として挙げたが 241）、本稿では家屋被害の分布には谷地形のような、も

う少し小規模な地形条件が大きく関わっていることが明らかになった。 

次に、家屋被害の分布と明治中期に作成された仮製図とを重ね合わせ（第 6.5 図）、家屋

被害の分布と市街地化の時期との関連性を検討した。明治中期の地形図から市街地や集落

の立地を求めると、市街地は近世以前から市街地化されていた兵庫や、兵庫から旧生田川

下流部までの旧居留地とその北側の地域に広がり、集落は都賀川河口付近、扇状地上など

に点在している。これらの地域では家屋被害はほとんどみられない。 

このことから、兵庫付近や都賀川河口の酒造集落のほか、市街地化される以前は主に農

業を生業とする集落であった地域の多くで家屋被害を免れたと考えられる。また、兵庫開

港以降の近代においても、旧居留地のような比較的早い時期に市街地化された地域では家

屋被害はほとんどみられず、浸水被害にとどまっていた。つまり家屋被害のような重度の

被害は、明治中期以降に市街地化された地域に限られたものであった。 

この結果は、住吉川流域における藤岡・池田の指摘 242）と同様のものであり、近世以前

は人々がほとんど居住していなかったような水害リスクの高い地域への市街地の展開が、

被害を大きくしたことがわかった。 

 （3）家屋被害集中地域の実態   これまで、神戸市域での家屋被害の分布とその要因

を検討してきたが、本節では家屋被害が集中する地域を取り上げ、より詳細なスケールか

ら家屋被害の実態を捉えることにする。具体的には、家屋被害を流出、全壊、半壊に区別

して被害程度の差に着目しながら、河川の付け替え事業が行われ廃川化された旧生田川お
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よび旧湊川の周辺部、市街地化が進展した狭い開析谷中に家屋被害が集中する神戸市東部

（西郷川・都賀川周辺部）を事例に、家屋被害の実態を明らかにする。 

旧生田川周辺部では旧河道沿いに家屋被害が集中しており、上流部から流出、全壊、半

壊の順序で分布している（第 6.6 図）。ここでは、上流の山地から流出した大量の土砂や流

木が暗渠の入り口に詰まり、土石流が相対的に標高の低い旧生田川方向に溢流した 243）。

その結果、土石流は市街地化した旧河道上を流れ下り、旧河道に沿って被害がもたらされ

た。この一因には、生田川の旧河道はもともと天井川であったが、廃川化に伴って土砂が

取り除かれたために 244）、周辺よりも低い地形となったことが挙げられる。一方で、付け

替え後の新生田川周辺では浸水が認められる程度で家屋被害はみられなかった。その理由

として、旧河道に比べて相対的に標高の高い位置に付け替えられたことが考えられる。 

新生田川は、外国人居留地の水害防止や神戸港の埋没防止のために 245）、1871（明治 4）

年の河川付け替え事業で新設された河川である。その事業完成後に旧河道は市街地化され、

明治末期には旧河道一帯は市街地でほぼ埋め尽くされた。また、1932（昭和 7）年には新

生田川の旧河道が暗渠化されると同時に、暗渠の上を公園として利用する都市計画事業が

行われ 246）、市民の生活空間として整備が進められた。 

旧生田川沿いの家屋被害は、河川の付け替えに伴う旧河道の市街地化や、土地の有効利

用も意図された暗渠化によって拡大したといえる。 

旧湊川周辺部では、石井川から新湊川にかけての右岸一帯や天王川左岸域で家屋被害が

集中してみられる（第 6.7 図）。家屋被害は、石井川右岸域では石井川および新湊川の河川

沿いに、天王川左岸域では天王川の河道の直線上に認められる。これは天王川が石井川と
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合流する直前の屈曲部において堤防が決壊したためである 247）。 

新湊川は水害防止や港湾機能の維持、東西交通の円滑化などを理由に、生田川の工事後

の 1901（明治 34）年に付け替え事業によって新設された 248）。天王川と石井川が合流して

形成された新湊川の旧河道は第 6.7 図の矢印 A の方向に延びていたが、天王川と石井川の

合流地点の南側付近において南西の方向へと付け替えられた。この湊川の河川付け替え事

業後、旧湊川の河道は埋め立てられ、上流部は湊川公園として整備されるとともに、中流

部の旧河道は、新開地として「飲食慰楽機能」を担う商業地区となった 249）。これらの地

域では明治末期にはすでに市街地が広がっていた。 

旧湊川周辺部の家屋被害における河川の付け替えの影響としては、次の 2 点を指摘する

ことができる。まず、新湊川の開削に伴って建設された堤防が、とくに北からもたらされ

る洪水流の障壁となって新湊川に沿って家屋被害を拡大させた。そして、天王川左岸域に

おいても、付け替えの結果残された旧天井川沿いの微高地が 250）、旧荒田村の段丘ととも

に谷地形を構成し、破堤後の洪水流を集中させ下流部の新開地や福原のような歓楽街等へ

濁流を押し流すことにもなった 251）。 

神戸市東部に位置する西郷川や観音寺谷川、都賀川、および都賀川支流の六甲川、杣谷

川においては、河川の両側に段丘を備えた開析谷中の狭い範囲に、家屋被害が集中してみ

られた（第 6.8 図）。六甲川でも一部が暗渠となっており、その入り口が多量の土砂で閉塞

した 252）。 

明治中期に作成された仮製図をみると、神戸市東部には海岸沿いや河川から離れて集落

が立地しており、河川の周辺では田畑が広がっていた。ところが大正末期の地形図をみる
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と西郷川や都賀川の下流一帯で市街地化が進展し、1935（昭和 10）年の地形図では、西郷

川や都賀川の河川の周辺はほとんどが市街地化されている。この地域は当時の神戸市の中

心地であった兵庫や三宮から 5～6km 程度離れており、市街地化が遅れていたが、阪神大

水害が発生した 1938 年までには西郷川や都賀川の水害リスクの高い開析谷中に市街地が

広がっていた。とくに都賀川周辺の市街地化にあたっては大正末期から昭和初期にかけて、

六甲村都賀や同村八幡、同村篠原で土地区画整理事業が実施されたことが大きく影響して

いる 253）。 

ところで、西郷川や都賀川の開析谷中における家屋被害の分布には鉄道敷設の影響も認

められる。すなわち、第 6.8 図において も北側に位置する阪急の軌道を境に上流部と下

流部とで流出家屋数に明瞭な差が認められるのである。鉄道の軌道が洪水流を堰き止める

などして、その南北で被害の程度に差をもたらしたと考えられる。 

稲見は鉄道の軌道が土砂を堰き止めて、河川沿いの南北間の被害を東西へ広げる契機と

なったことを指摘している 254）。本稿では、それに加えて家屋被害の程度差に着目した結

果、鉄道の軌道は下流部の被害を軽減させる役割も果たしたことを指摘したい。この結果

は、久武が紹介した、省線（現、JR 東海道本線）の線路が下流部への洪水流の流速を弱め

て被害の程度を小さくしたという古老の話 255）を裏づけることにもなったと考えられる。 

 

 第 6.5 節 本章のまとめ 

 本章では 1938 年阪神大水害を事例に、既存の研究では用いられてこなかった「河川別災

害地図」をもとに、当時の神戸市における家屋被害分布を復原し、その要因を検討した。
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その結果は以下の 4 点にまとめられる。 

第 1 に、家屋被害の分布は山地と平野とに大別された。山地では斜面崩壊箇所に近接す

る場所において発生しており、斜面崩壊に関連したものであったと推測できる。一方で、

平野では山間部の谷底平野や六甲山地南麓平野の各河川沿い、河川の合流地点など浸水深

度の大きい区域において家屋被害が発生しており、土砂を多量に含んだ洪水流に起因する

ものであったと推察される。 

第 2 に、平野では洪水流の集まりにくい傾斜の緩やかな三角州において、比較的軽度な

浸水被害にとどまった。しかし、神戸市東部のような両岸に段丘を備えた開析谷中では、

流量が多く流速の速い土砂を多量に含んだ洪水流が流出や全壊、半壊のような重度の家屋

被害をもたらした。 

第 3 に、生田川や湊川においては、河川の付け替えが被害を拡大させた要因として認め

られたが、その影響の仕方は河川ごとに違っていた。旧生田川周辺部では天井川であった

旧河道を切り開いたことが、被害の拡大要因として指摘できた。一方で、旧湊川周辺部で

は新設された河川の堤防が洪水流を受け止める障壁となって被害を拡大させたこと、付け

替えの際に残された旧天井川沿いの微高地が狭い谷地形を構成する要素となり洪水流を集

中させたことが、河川の付け替えによる被害の拡大要因であるといえる。これまでにも河

川の付け替えが被害の要因として指摘されてきたが 256）、これらの地域をより詳細に検討

すると、河川の付け替えにより旧来の地形をどのように改変したのかが重要な問題となる

ことがわかった。 

第 4 に、鉄道の軌道は土砂を堰き止めて東西方向に被害を拡大させるだけでなく、下流
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部の被害を軽減させる役割もあったことが明らかとなった。 

神戸市では明治時代以降都市化が進行したために、近世以前では人々が居住しなかった

ような水害に遭いやすい地域にも人々が居住するようになった結果、1938 年の阪神大水害

で大きな被害を受けたと考えられる。したがって、近代以降で 大の被害をだしたこの水

害は、神戸市における今後の豪雨災害を予測する上でとくに重要な災害と位置づけられる。

本稿では被害の中でも重度な家屋被害に着目したことから、家屋被害をもたらすような破

壊力のある土石流性の洪水流が流下する可能性のある地域とその特性が明らかにされた。 

この阪神大水害後には、国の直轄による砂防事業で山間部に砂防ダムが設置されるとと

もに、暗渠の取り外しや主要河川の河川改修が進む一方で 257）、市街地が急傾斜地にまで

進出した。このため、大規模な土石流が市街地に流れ込むことはなくなった反面、斜面崩

壊等による山麓部の被害が目立つようになった。このことは、神戸の平野部における大規

模水害の記憶を忘れさせることにもなった。今後、想定外の規模の外力が及ぶ可能性を念

頭に置くならば、本章で得られた知見は、六甲山地南麓平野における神戸の市街地も決し

て豪雨に対して安全ではないことを示している。 
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第 7 章 1930 年代の都市における水害被災地域の特徴 

 

 第 7.1 節 都市水害史研究の課題 

本稿では第 4 章から第 6 章にかけて 1930 年代における京都市の洪水災害、大阪市の高潮

災害、神戸市の土砂災害を事例として取り上げた。これらの事例は広義の水害という点で

共通しているものの要因も現象も地域も異なる。しかし、要因についてみると水害に脆弱

な地域への市街地の進出という共通点が挙げられる。ただし、水害に脆弱な地域への市街

地化という同じような現象であっても、その現象を促した歴史的地理的背景は個別に吟味

する必要がある。そして、各事例を比較することによって、そこで見出された共通点や相

違点は時代性や地域性として考察することができる。そこで、本章ではこれらの検討を通

して 1930 年代の都市水害の特徴を明らかにすることを目的とする。 

まず、各時代における都市と水害との関係を考察した研究を都市水害史研究とみなし、

その研究史を整理する。各都市の水害の事例は各自治体史の中で言及される場合が多いが、

ここでは主に研究論文を中心に取り上げた。越澤明によると全国で一斉に都市が建設され

た時代は歴史上 2 度あり、1 度目が 1600 年前後の約 30 年間、2 度目が 1945（昭和 20）年

から実施された戦災復興事業によるものである 258）。これには幕末の開港により出現した

港湾都市や軍事施設の立地に伴って形成された軍事都市のような近代都市が等閑視されて

いるなどの問題点もあるだろう。しかし、1600 年前後に建設された都市いわゆる近世都市

の立地条件を検討した藤本利治によると、都市の立地と河川との関係の深さが指摘された

259）。都市建設の過程で河川の付け替えも行われたことは想像に難くない。近世の都市にお
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ける水害については 1742（寛保 2）年の江戸の大洪水を復原した研究 260）のほか、輪中内

の城下町における差別的治水政策について論じたもの 261）がみられる。また、近世全体を

対象に貨幣経済の進展などによる災害ポテンシャルの増大を論じた研究がみられた 262）。 

明治時代以降になると低水工法から高水工法へと治水思想の転換が図られた。これは河

川の溢流を許容してきた従来の治水のあり方から、連続堤などを採用して洪水流を河道内

に収めて速やかに流下させる今日的な治水のあり方への変化であり、利根川や淀川など大

河川から順次進められた 263）。このような治水史や制度史的な考察に比べて、この時代の

水害の実態とりわけ都市と水害との関係について考察されたものは意外に少ない。これは、

高橋裕や松田磐余など多くの研究者によって都市水害の起点が第二次世界大戦後に求めら

れてきたためであると考えられる 264）。少ない中で都市と水害との関係を考察した研究事

例を挙げると、稲見悦治は第二次世界大戦前までの都市の水害について、比較的大きな平

野に位置する都市や内陸盆地都市内の河川による洪水、急傾斜地をもつ都市のがけ崩れ災

害などに限られることを指摘した 265）。しかし、このような特徴をもつ水害がなぜ第二次

世界大戦前までの時期において発生するのか、時代的な背景と水害との関係はあまり考察

されていない。 

第二次世界大戦後の事例になると「都市水害の幕開け」266）が指摘されるようになり、

都市と水害との関係が本格的に検討され始める。そして、戦後直後に頻発した大規模な水

害は、災害対策の進展も功を奏して伊勢湾台風を 後にみられなくなり、これに替わって

中小河川の水害や内水災害の頻発が新たな都市水害として規定された 267）。ここでは新た

な都市水害の発生要因を高度経済成長の矛盾と解しているが、この点についてはより詳細



 80

な吟味が必要である。近代における水害の特徴を考察した研究には、水害に限らないが、

北原糸子が災害の発生した時期によって時代を区分し、その時代の災害の特徴を考察した

268）。しかし、災害はある時代の脆弱性のみを原因とするのではなく、様々な時代の脆弱性

の蓄積によって発生するものでもあり、それ以前の都市の形成過程も十分に考慮する必要

がある。 

さらに、より長期的な観点で水害と社会的変化との対応を通史的に検討した研究として

土屋義人のものを挙げることができる。土屋の諸研究は、水害の規模や頻度をそれを引き

起こす誘因の通時的な変遷と素因としての社会の通時的な変遷とを両面から検討したとい

う点で他に類例をみない 269）。とりわけ近代以降では、水害の多発期と社会変化の時期と

が一致するという注目すべき結果を導き出している 270）。しかし、土屋はこの一致の理由

を太陽の活動周期の影響に求めているが 271）、これに対しては、より慎重な議論が必要で

あろう。ここでとくに注目すべき点は、1930～1950 年代にかけての水害頻発期と社会的な

変化の時期とが一致する点である。この時期に大水害を引き起こすような自然現象として

の誘因が周期的に発生していたという事実はあった。その上で、今日の社会に直結するよ

うな社会的な変化とは何であったかということも同時に考える必要がある。このことによ

って、現在の都市が抱える脆弱性の特質が把握でき、今日の災害対策において考慮すべき

点も把握できよう。 

ところで、本章の視点は社会学者の室井研二の著書である『都市化と災害』272）の視点

と重なる点が多い。同書では高橋裕や中野尊正など河川工学や地理学の研究を参考にしな

がら、「災害に対する都市の脆弱性や災害発生後の局地的な災害過程を平時のマクロな構造
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的変動との関わりの中で捉えよう」273）とする視点が提示され、災害社会学と都市社会学

との接合が目指された。本章でも室井のいう「マクロな構造的変動」として都市化を取り

上げることになる。さらに、同書では 2003（平成 15）年の九州地方の集中豪雨災害につい

て中心市街地と郊外の新興住宅地という 2 つの異なる性格の地域が比較検討された 274）。

このような比較地域論的な方法がとられている点も注目すべきである。このように社会学

という他の研究分野で地理学の研究蓄積が参考にされている状況に対して、地理学におい

ても方法論を提示したり、その有効性を検討することが求められている。第 2 章で詳細に

検討したが、被災地域研究は 4 つに分類される（第 2.1 表）。その内、室井の研究は②の「1

つの災害について複数の地域を対象とする研究」に分類されるが、第 2 章では②と、③の

「1 つの地域について複数の災害を対象とする研究」の諸研究を統合した④の研究、すな

わち「複数の地域の複数の災害を対象とする研究」の必要性を説いた。本章は被災地域研

究④の実践例でもある。 

比較地域論的なアプローチから各地域の事例の特徴を考察するにあたっては、各事例の

分析結果を統一の図式で整理することが望ましい。これまで、一連の災害過程をまとめる

図式には様々なものが提案されてきた。まずは、佐藤武夫らにより、災害の要因には災害

の引き金となる豪雨や地震などの「素因」、人間の居住など災害に必ずなければならないも

のとして「必須要因」、被害を拡大させてしまう「拡大要因」があるとされた 275）。現在で

は災害の引き金となる自然現象を誘因（あるいはハザード）といい、「必須要因」や「拡大

要因」にあたるものを地形などの「自然素因」と人間の居住あるいは地域の防災力などの

「社会素因」とに分けることが普通である 276）。また、中野らは自然の加害要因に対して
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地域というブラックボックスが何らかの反応を示すことで災害が発生するとした 277）。自

然素因や社会素因の概念に加え、被害にも直接的な 1 次被害と間接的な 2 次被害とがある

としたのが水谷武司の災害の発生連鎖モデルである（第 7.1 図）278）。このような理論と実

践を橋渡しするような概念モデルや統合的なフレームワークの提案は、Montz and Tobin に

よると英米では頻繁に行われているようである 279）。しかし、日本ではこのような研究は

きわめて少ないといわざるを得ない。たとえば、Mitchell がコンテクスト・モデル（第 7.2

図）を提案し 280）、これは翻訳を通して日本にも紹介されたが 281）、日本ではこれを応用す

る動きはみられない。また、Cutter の脆弱性モデルなどもあるが 282）、これらも顧みられて

いない。 

ところで、Mitchell のモデルは自然素因や社会素因などに着目するなど水谷のモデルと

共通点が多い。さらに、Mitchell のモデルには被災当時の災害対応のあり方を考察する項

目もある。被害の大きさは災害対策の技術的な水準によっても左右されるものであり、き

わめて重要な項目である。また、それぞれの項目が時間的に変化する点、また、それぞれ

の項目が相互に影響関係にある点も図示されており、複雑な災害現象をより実態に即して

理解できるものになっている。ただし、ここでは検討事項が煩雑になることを避けて、「自

然素因」、「社会素因」、「災害対応」、「被害」を単線的につなぎ、各都市の各事例について

共通の図式で整理し、これらの図を相互に比較検討することで共通点や相違点を考察する

ことにした。 

 

第 7.2 節 各都市における水害被災地域の諸類型 
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本節では第 4 章から第 6 章における事例研究によって得られた各都市の被災地域の特徴

について Mitchell のコンテクスト・モデルを用いながら検討する。 

（1）京都市   梅雨期の集中豪雨により発生した 1935（昭和 10）年京都市大水害に

おいて、第 4 章で検討したように京都市内の被災地域は旧市街地、新市街地、農業地域の

3 つの地域に区分できた。 

旧市街地は基本的に段丘化された扇状地に位置しており、平安京遷都以来継続して都市

域であった地域である（第 7.3 図（a））。ただし、鴨川沿いは寛文期に建設された寛文新堤

以降、鴨川の氾濫原に開発された新地である。明治初期は天皇の東行などがあって一時停

滞したが、勧業などの経済活性化策が図られ徐々に活力を取り戻した。都市構造への影響

としては、明治末期から大正初期にかけての三大事業が挙げられる。三大事業とは第二琵

琶湖疏水の開削による発電事業、上水道事業、そして道路拡幅・市電敷設事業のことであ

る。中でも道路拡幅事業で対象となった道路は、烏丸通や四条通、丸太町通など旧市街地

内のものがほとんどであり、この時期の都市開発事業は、近世以来の都市基盤の再整備あ

るいは旧市街地の再開発的な側面が強かったと考えられる。また、市街地の拡大もそれほ

ど大きくはなく、明治初期に空洞化した旧市街地を埋め合わせる程度であった。 

この頃の治水対策は寛文新堤などに代表される護岸工事、安政期に実施された川浚えと

呼ばれる河床の土砂浚渫などが一般的であった。京都市大水害では、旧市街地はその内部

を流れる鴨川や堀川の洪水流による家屋の浸水被害や橋梁被害が目立った。 

新市街地は旧市街地の外縁とりわけ旧市街地の西部や南部に広がった（第 7.3 図（b））。

明治末期から大正中期にかけて、局地的にスプロール的な市街地の拡大もみられた 283）。
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しかし、新市街地が旧市街地の外縁で顕著に拡大をみせるのは、大正中期以降すなわち

1919（大正 8）年に制定された旧都市計画法による都市計画が実行に移される時期である。

とくに西大路通、北大路通、東大路通、十条通の環状線が通され、その周辺に土地区画整

理事業による住宅地が形成されることによって市街地化に拍車がかかった。これらの地域

の地形は西部の御室川・天神川沿いの開析谷や、南部の氾濫原、高野川・賀茂川に囲まれ

たデルタなど多様であった。ただし、氾濫原への市街地化はあまり進行せず、洪水災害に

対して脆弱な地域への市街地化は局地的にとどまっていたといえる。 

この段階における治水事業としては都市計画事業の進展に比べて遅れる傾向にあった。

たとえば、天神川では京都市大水害以前から河川改修の必要性が指摘されていたにもかか

わらず、財政難や戦時体制への移行などにより本格的に実施されることはなかった 284）。

ようやく実現したのは第二次世界大戦後のことである。新市街地での被害は旧市街地での

被害や農業地域での被害に比べると明瞭な傾向は認められなかった。これらの地域の被害

としては家屋の浸水被害などが主であったが、段丘や扇状地を開析して形成された谷状の

地形上では家屋を破壊するような、より深刻な被害もでた。 

洪水による被害を受けた農業地域は、桂川の氾濫原や宇治川・桂川・木津川の合流地域

であった（第 7.3 図（c））。京都市大水害では氾濫原に位置していた農地の浸水被害だけで

なく、自然堤防など集落の立地する微高地でも被害を受けた。このことは被害規模の大き

さを窺わせる。京都市では、桂川の氾濫原などに広がる農業地域が市街地化するのは第二

次世界大戦後のことであり、このような地域の都市化に伴う水害、いわゆる都市水害が発

生するのは戦後を待たなければならない。この他、東山や吉田山の山麓部では斜面崩壊に
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伴う家屋被害も発生し死者もでた（第 7.3 図（d））。ただし、このような土砂災害は阪神大

水害に比べると被害は小さかった。京都市が神戸市のような土石流災害を経験するのは、

山麓部にも市街地化が進行する第二次世界大戦後のことで、1972（昭和 47）年に高野川支

流の音羽川流域で発生した土石流災害が比較的規模の大きなものであった 285）。また、京

阪電車の鴨東線は第二次世界大戦前から地下化の議論があった 286）。かりに京都市大水害

の発生時までに地下化が実現されていたら、当然、地下にも洪水流が流れ込んだと想定さ

れるが、このような現象は発生しなかった。 

（2）大阪市   1934（昭和 9）年の室戸台風は台風の影響が大きくなる進行方向の右

側に大阪市をもつという、大阪市にとって 悪のコースをたどったものであった。第 5 章

での分析の結果、室戸台風による大阪市の被災地域は旧市街地、新市街地、局地的地域に

区分できた。 

大阪市における旧市街地は近世初頭以降大坂城を中心に形成された城下町である（第 7.4

図（a））。地形は大坂城とその周辺の武家町が上町台地に、そしてその西部の砂堆に町人町

が立地していた。近世から近代初頭にかけて大阪の水害といえば淀川による洪水災害を意

味していた。それが、明治時代に入って新淀川の開鑿など西洋式の治水工法が導入される

ことによって洪水防禦に一定の効果が発揮された。ちなみに、室戸台風ではこれらの地域

は新淀川沿いの一部で高潮の遡上による被害を若干みた程度であった。 

明治維新により京都市と同様、大阪市も一時停滞した。しかし、明治初期に造幣寮と大

阪砲兵工廠という 2 つの官営工場が設立され、明治中期には大阪紡績という民間会社の工

場が設立されるに及んで産業都市としての礎が築かれた。当初は紡績業などの軽工業が盛
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んで日本における産業革命を牽引する一方、第一次世界大戦期から需要を大きく伸ばした

重化学工業も大いに発展した。この重化学工業を担う工場やその労働者の受け皿となった

土地が、城下町の西方にあって近世を通して干拓され新田開発されていった地域であった

（第7.4図（b））。このような沿岸部の市街地化は第一次と第二次の大阪港修築工事や北港、

南港の工事などの港湾整備と連動して進められた。 

これらの地域では近世の干拓地開発の際に築かれた干拓堤防が破壊されながら市街地が

形成されていった 287）。このようなこともあって結果として、災害対策の不備は否めなか

った。大阪市における高潮災害の被災地域は、近世以降に形成された干拓地や明治時代以

降の港湾整備や工場地帯の形成に伴う埋立地であった。とりわけ一部の干拓地において浸

水深の大きい被害があった（第 7.4 図（c））。これは工場などによる地下水の過剰な汲み揚

げに伴う地盤沈下に起因していると考えられる。また、港湾機能の 1 つを担う貯木場では

流木により被害が拡大した。このように、より局地的な要因が高潮災害の被害の大小にも

影響を及ぼしたのである（第 7.4 図（d））。 

災害は現象の把握ができていなかったり、被災の経験が乏しかったりして、災害対策が

立てられていなかったことも原因として挙げられよう。しかし、流木による被害の拡大は、

伊勢湾台風の時にも同様の事例が発生した 288）。室戸台風後の高潮災害において、この時

の教訓が活かされなかった点は肝に銘じておく必要がある。ただし、大阪市の場合、室戸

台風後の高潮対策の進展はそれ以降の高潮による沿岸部の被害の程度に影響を及ぼした。

沿岸部の内、工場地区では室戸台風後の復旧・復興事業によって地盤の嵩上げが行われ、

第二次世界大戦後のジェーン台風や第 2 室戸台風などでは高潮被害が比較的軽度で済んだ
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289）。しかし、工場地区外縁の工場労働者の居住する地域では工場地区よりも対策が相対的

に遅れたため、工場労働者の被災によって工場生産もすぐには復旧しなかったのである 290）。 

（3）神戸市   神戸市の市街地は標高 1,000m 級の六甲山を頂点とする六甲山地を背

後にもつ。この山地上を梅雨前線が山地に平行するかたちで停滞すると、暖かく湿った空

気が山地に対して垂直に流入し、山地南麓部に豪雨をもたらす。1938（昭和 13）年の阪神

大水害はこのような梅雨期の典型的な豪雨が誘因であった。第 6 章で検討したように、阪

神大水害での神戸市の被災地域は旧市街地と新市街地西部、新市街地東部に区分できた。 

神戸市は近世の兵庫津以来の歴史的な港町であった兵庫と、幕末に開設された外国人居

留地から発展した神戸という 2 つの核を中心に発展してきた（第 7.5 図（a））。本稿ではこ

の 2 つの核を明治中期までに形成された旧市街地と規定した。旧市街地の内、兵庫は砂堆

上、神戸は三角州に立地した。その内、後者は居留地の形成当初から生田川の洪水に悩ま

され、早々に付け替えが行われた。生田川の付け替え工事に遅れること数十年後に兵庫方

面を流れる湊川も付け替えが行われた。付け替えによって造成された旧河道上は市街地へ

と変貌を遂げた。これらの旧河道およびその周辺での被害は生田川と湊川で差異がみられ

た。生田川は天井川を形成していた土砂が取り除かれて土地が造成された。その結果、旧

河道上の標高は新生田川よりも標高の低くなり、阪神大水害時も甚大な被害がでた。他方、

湊川は付け替え時に天井川を構成する土砂がそのまま残されて利用された。阪神大水害時

にはその上流で決壊したため、残された土砂が壁となって狭隘な地形がつくられ、それに

よって周辺に甚大な被害を及ぼしたのである。 

神戸市の発展の中核を担ったのが神戸港である。神戸港は明治初期、大阪市など周辺都
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市の在来工業へ原材料を輸入する輸入港であった。やがて神戸市自体もマッチやゴムなど

の工場をもつようになり次第に輸出港へと転じた。1896（明治 29）年には兵庫運河が、1907

（明治 40）年には築港第一期が着工するなどして港湾としての機能も拡充整備されていっ

た。それに合わせるように明治中期には川崎造船所や三菱神戸造船所、神戸製鋼所が相次

いで設立された。重工業も加わることで神戸市は大都市として発展する素地がつくられた。

市街地は大正時代以降兵庫と神戸という 2 つの核を中心に楕円上に広がりがみられた。市

街地の拡大は耕地整理事業や土地区画整理事業などによって行われ、河川の統廃合を伴い

ながら耕作地が市街地へと転換されていった。このような新市街地は東部と西部で異なる

地形条件をもったために、被害の様相にも差異が認められた。すなわち、市街地の西部で

は三角州が広がっていて洪水流による家屋の浸水被害が発生する一方（第 7.5 図（b））、東

部では開析谷中に扇状地が発達し、そこに多量の土石流が流れ込むことによって家屋が流

出したり、破壊されたりするなど被害が甚大となったのである（第 7.5 図（c））。 

また、市街地は山麓部へも進出した（第 7.5 図（d））。そして、六甲山地の観光開発事業

などもあって山麓部は土砂災害に対して脆弱な地域となった。阪神大水害の山麓部では観

光道路に起因する斜面崩壊が多数発生し、家屋に多大な被害をもたらした。斜面崩壊によ

って生産された多量の土砂は、折からの豪雨で下流の市街地に土石流として流れ込んだ。

さらに、狭い平地を有効活用するため、新生田川などを暗渠にしてその上を公園にするよ

うな施策が行われた。その結果、暗渠入り口で流木等によって河道が閉塞し、低地の被害

を増大させた。 

神戸市においても阪神大水害以降、復旧・復興事業として比較的大きな河川から順次改



 89

修が行われた。しかし、第二次世界大戦後においても相対的に小さな河川では未改修の状

態であったり、山麓・山間部へのさらなる宅地開発もあったりして土砂災害が多発した。 

 

第 7.3 節 三都市間の比較考察 

（1）三都市間の共通点と相違点   本節では前節の結果をもとに各都市の事例の共通

点と相違点をみていきたい。まず、3 都市の水害を比較してわかったことは地形条件の違

いによる差が明瞭であったことである。それぞれの都市で洪水災害、高潮災害、土砂災害

と違いはあったが、水害においてはやはり地形による差が明瞭に認められたのである。と

りわけ、洪水災害や土砂災害では段丘や扇状地の開析谷中で重度の被害が目につく。他方、

三角州や氾濫原では浸水など比較的被害は軽度であった。 

この地形にも影響を受けながら市街地化の状態ごとにも被害の差がみられた。大阪市と

神戸市では旧市街地は新市街地よりも被害が軽度であることが認められた。また、大阪市

と神戸市で共通するもう 1 つの点として、旧市街地での災害対応のあり方として河川の付

け替えが実施された点が挙げられる。とくに神戸市では付け替えによって形成された新市

街地で被害が発生した。河川の付け替えは明治時代の主な洪水対策の結果でもある。この

ような前時代の災害対応の結果が、次の時代の災害を招いてしまったのである。このよう

な現象は、京都市においても 1935 年京都市大水害後に生じており、このようなパターンに

よる水害は繰り返し発生しているといえる。 

一方で、京都市では市街地化の状態と浸水域との間に明瞭な関連性は見出されなかった。

つまり、新市街地での被害は大阪市と神戸市において顕著に認められたが、京都市におい
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ては局地的なものにとどまったのである。これは京都市内における浸水域の大部分を桂川

や宇治川・桂川・木津川合流地点の氾濫原における農地や農業集落が占めていたからであ

り、都市水害としての明確な特徴は見出せなかったのである。しかし、いずれの都市にお

いても新市街地での被害は災害対応の不備が招いたものであることで一致した。とりわけ

急速な市街地化は災害対応が追いつかないという点を改めて確認しておきたい。さらに、

洪水災害、高潮災害、土砂災害のいずれにおいても、流木被害は局地的に甚大な被害をも

たらすという共通点も指摘しなければならない。 

さらに、局地的な被災地域の要因としては人為的なものも挙げられた。たとえば、大阪

市では大工場による地下水の過剰汲み上げによる地盤沈下や、貯木場という港湾部におけ

る機能的な地域が局地的な被害の拡大要因として認められた。また、神戸市では河川に対

して垂直に跨った鉄道の軌道が土石流の流下に影響を与えた。 

後に、1930 年代に都市水害の特徴がみられた大阪市や神戸市については、戦後に発生

した 1945（昭和 20）年枕崎台風の呉市や 1953（昭和 28）年西日本大水害時の門司市（現

北九州市）のような斜面地に広がる市街地を襲った大規模な土砂災害、1959（昭和 34）年

伊勢湾台風の名古屋市の沿岸部を襲った大規模な高潮災害とそれぞれよく似た特徴をもつ

ため、戦後直後の大規模水害と同様の性質のものであったと考えられる。他方、京都市は

都市水害としての明瞭な特徴は認められず、神戸市や大阪市とは異質であった。しかし、

この時期の災害を経験した後に氾濫原で市街地化が進行するなど、都市水害のポテンシャ

ルを高めた時期でもあるといえる。以上、これまでみてきた水害の特徴に関する共通点や

相違点を次節では時代性や地域性という観点から考察を進める。 
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（2）1930 年代の都市水害の時代性   1930 年代の都市水害の時代性を考察するにあ

たっては、まず、歴史学における第二次世界大戦前後の社会的連続性に着目した研究を参

照したい。本稿で扱った 1930 年代を含む第一次世界大戦後から第二次世界大戦前までの期

間は一般に戦間期と呼ばれる。この戦間期を近代社会から現代社会への転換期と捉える議

論がある 291）。社会のあり方でいえば「近代＝名望家社会」から「現代＝大衆社会」へと

いうことになる。また、原朗は 1937（昭和 12）年から 1950（昭和 25）年までを統制経済

期として一続きの時期として区分し、その後の高度経済成長期に画期を求めた 292）。さら

に、森武麿は「戦前と戦後」や「戦時と戦後」のように二項対立で連続性や断絶を議論す

るのではなく、戦間期から高度経済成長期までを 5 つの時期に分けて段階的に連続性や断

絶の問題を議論するべきだと主張した 293）。これらの議論は、第二次世界大戦前後の連続

性や断絶の問題を扱うような「総力戦体制論」などとして、今日においても近現代史の重

要な研究課題とされている 294）。以上の議論を踏まえると、戦間期から高度経済成長期に

かけての時期を近代から現代への移行期とし、高度経済成長期の終わりとともに日本全国

で現代社会への移行がほぼ完了したと捉える見方ができる。 

次に、この移行期を都市化の観点から考えてみたい。宮本憲一は 1915（大正 4）年前後

からの約 25 年と 1955（昭和 30）年以降の約 25 年を、それぞれ第 1 次都市化と第 2 次都市

化として規定した 295）。第 1 次都市化の時期は重化学工業化が進行して四大工業地帯が形

成されるとともに、1919 年に制定された旧都市計画法による都市計画事業がこれに呼応し、

周辺町村を組み込みながら 6 大都市に代表される大都市が形成された。また急速な都市化

によって住宅難や公害などの都市問題が発生した時期でもあった。ところで、宮本の考え
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では第 1 次都市化と第 2 次都市化との間、すなわち 1940（昭和 15）年から 1955 年くらい

までの 15 年間が都市化の空白期間とされている。しかし、終戦前までは防空などの観点か

ら「戦時の都市建設」として大都市の人口密度の高さを緩和させることを目的に都市分散

が図られた時期でもある 296）。これは大都市部での市街地の拡大が抑制される一方で、地

方や郊外に軍需工場などが進出し都市化が促されるものであった。これらの地域はやがて

高度経済成長期の都市化の核となったと考えられる。また、戦後の都市化における重要事

項として戦災復興を挙げることができるが、基本的には被災した既成市街地の再開発的な

意味合いが強く、都市化における市街地の外延的な拡大はそれほど顕著といえない。これ

らのことから、1940 年～55 年くらいまでの時期も第 1 次都市化に含めて良さそうである。 

このようにして、戦前から戦後にかけての時期に発生した大規模都市水害は、第 1 次都

市化の時期に低頻度な大規模インパクトが生じたために発生したという同時代性を指摘す

ることができる。そして、この第 1 次都市化の時期を「現代社会への転形」297）の一時期

として捉えるならば、この時期に発生した都市での大規模な水害はきわめて現代的な現象

として理解できる。 

（3）1930 年代の都市水害の地域性   1930（昭和 5）年国勢調査の職業分類別の人口

割合を用いて水内俊雄が作成した都市類型をみると、室戸台風で高潮災害を受けた大阪市

や尼崎市、堺市、阪神大水害で土砂災害を受けた神戸市、そして第二次世界大戦後に同様

の被害を受けることになる名古屋市や呉市、門司市などは港湾都市あるいは重化学工業都

市（またはそれらの中間都市）に類別された 298）。このことから、この時期に被害を受け

た都市の類型には偏りがあるとみても良さそうである。そして、これらの都市は特有の立
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地条件をもつ。岡田知弘は重化学工業化に伴って形成された都市の特徴として、大規模な

農地転用と公有水面埋立、近代的港湾や自動車運輸用道路の整備、そして工場労働者の生

活を保障する消費産業や公共施設の建設などが一括して行われた点を挙げる 299）。鶴見・

川崎の埋立事業や尼崎臨海工業事業などがそれであり、これらの結果として四大工業地帯

といういずれも臨海部に立地する工業地帯が形成された。これらの場所は臨海部というこ

とで高潮や津波の危険性が高い。さらに、臨海工業地帯の造成にあたっては干拓堤防が取

り除かれるなど、防災的な側面よりも生産力の拡充など経済的な側面が優先され、そのこ

とも脆弱性を高めたと考えられる。 

他方、港湾都市や軍港都市と呼ばれる都市でも多くの都市で共通する点がみられる。そ

れは良港の条件とされる水深の深さとも関係するが、平地に乏しく背後に急峻な山地を控

えている場合が多い点である。たとえば、定義はあいまいだが、斜面地に市街地をもつ都

市が参加する「全国斜面都市連絡協議会」の 12 市 300）のうち、港湾都市や軍港都市の比重

は大きい。これは平坦部分が少ないため斜面地への市街地化が顕著に進んだためと考えら

れる。斜面地は土砂災害に対して脆弱である場合が多い。また、都市化の進行とともに山

地の開発などもあり、それが土砂災害に対する脆弱性に拍車をかけた面もあったと思われ

る。 

ちなみに、水内の都市類型で京都市は軽工業・商業都市に分類される。京都市は内陸盆

地都市であり、戦間期～戦時期にいたる間は重化学工業化による都市化の影響が小さかっ

た。京都市に都市化の波が押し寄せてくるのは、洛西工業地区の計画などにみられる戦時

期である 301）。京都市大水害では新市街地の水害は局地的なものであった。むしろ農業地



 94

域において浸水しやすい傾向が認められ、新たな都市水害の様相とは程遠いものであった。

しかし、第二次世界大戦中から戦後にかけて、桂川などの氾濫原に都市化が進行し、氾濫

原の浸水被害や内水災害など新たな都市水害に悩まされることになる。京都市に代表され

る内陸盆地都市の都市化は戦時期の都市分散の一環として実施された新興工業都市計画や

高度経済成長期の都市化によるところが大きい。京都市の事例は大阪市や神戸市の大規模

都市水害の様相とは異なっていたが、その後の都市化の進展も踏まえると氾濫原の浸水被

害や内水災害など戦後型の都市水害の様相を暗示するものであったといえる。 

（4）小結   以上、本章では 1930 年代の都市水害の時代性や地域性を検討してきた

が、各事例の分析結果である第 7.3 図～第 7.5 図、および先行研究の結果を踏まえると、1930

年代とその前後の時代の都市水害のあり方は第 7.6 図のようにまとめられる 302）。1930 年

以前は明治時代に 2 度にわたって水害の頻発期が存在した。この時代はまだ、大規模な都

市化の進展はみられず、都市部で被害を受けるとすれば、それは本章の分析の中で旧市街

地とした歴史的な市街地であった。このような災害は明治時代以前から繰り返して発生し

てきた古典的なものであったと考えられる。このような災害に対しては西洋式の治水工法

を導入するなどして大河川から順次河川改修が実施され、ある程度は被害が軽減された。 

ところが、1915 年頃すなわち第一次世界大戦期より、にわかに都市化が進行し（第 1 次

都市化）、それが面的に十分な広がり（本章の分析では新市街地と称した）をみせ始めた

1930 年代に大規模な台風や集中豪雨に見舞われた。この時代に工場用地や住宅地として求

められた地域は、三角州や干拓地、埋立地からなる沿岸部、山地や丘陵地のきわなどであ

り、高潮災害や土砂災害に対してきわめて脆弱な地域であったのである。これらの災害も
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被災後には、国の直轄事業などによって対策が施され、こちらもある程度被害の軽減がみ

られた。一方、第二次世界大戦後も 10 年が経過すると戦災復興が一段落し、1955 年頃以

降は高度経済成長による急速な都市化が進行する（第 2 次都市化）。この時期には以前から

指摘されてきた新たな都市水害、すなわち大規模な誘因がこの時期に多発したわけではな

いにもかかわらず、都市化に伴う流出機構の変化によって洪水災害が生じたり、下水道の

ような都市基盤の未整備による排水不良などが原因となって内水災害が多発したり、山麓

部まで達した市街地背後の斜面が崩壊する土砂災害が各地で発生した。 

このように都市化と水害との関係を時空間的に検討してみると、古典的な都市水害、大

規模都市水害、新たな都市水害という 3 つの都市水害は、都市化の時期や都市化の進行し

た地域に応じて順次移りかわってきたホットスポットの転移現象として捉えることができ

よう。この 3 種類の都市水害は、それぞれ古典的な「都市化災害」、低頻度大規模型の「都

市災害」、物的被害が多くを占める「都市型災害」という河田恵昭が示した 3 つの都市災害

の区分 303）に対応させることができる。また、松田は「都市に発生する自然災害の被害程

度には、都市が形成されはじめた時代から、現在にいたるまでに蓄積されてきた脆弱性が

反映されている」304）と指摘した。このことも考慮に入れると、古典的な都市水害、大規

模都市水害、新たな都市水害という 3 種類の都市水害は、現代の都市が都市化の進展とと

もに順次内包してきた脆弱性としても捉えることができよう。 

そして、本章では戦間期から高度経済成長期にかけて日本は近代社会から現代社会へと

転換を遂げたとする歴史学の議論を踏まえ、1930 年代の都市水害の現代性を指摘した。こ

れによって第二次世界大戦後を起点とすることが多い都市水害史は再考を促されることに
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なる。むしろ土屋が指摘したような 1930～50 年代の社会変動期と大水害の頻発期との関連

性を重視し、本章のように第二次世界大戦前の都市化を考慮に入れた考察を行うことによ

って、都市水害の歴史的位相を都市化に伴うホットスポットの転移現象として理解する新

たな都市水害史を提示することができたと考えられる。 

本章では各都市での事例研究の比較を通して各事例の共通点や相違点を分析した結果、

1930 年代の都市水害の特徴を時代性と地域性という観点から考察することができた。さら

に、近現代都市水害史の再考を促すことができた。このことは被災地域研究の中の④の視

点（第 2.1 表中の④に対応）、すなわち複数の地域や事例を比較考察することが、都市水害

の諸事例を一般化する上で有効に機能したことを意味する。 
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第 8 章 おわりに 

 

 第 8.1 節 本稿のまとめと結論 

本稿は、災害の地理学的研究の中に地誌学的なアプローチとしての被災地域研究を再定

位し、歴史災害の事例研究およびそれらの一般化を通して、そのアプローチの有効性を論

じたものである。本稿ではまず、歴史災害の個別事例研究の深化および個別事例の一般化

を図るべく、歴史地理学ひいては地理学における 3 つの課題が提示された（第 1 章）。課題

の 1 点目は被災地域をより詳細な地域スケールで復原することの必要性、2 点目は近年歴

史研究への利用が期待されている GIS の歴史災害研究への適用、3 点目はこれまで事例研

究にとどまることの多かった研究に対して、それらを比較考察して時代性や地域性を議論

することの必要性である。前二者は個別事例研究を深めるための視点や方法に関わる議論

であり、後一者は個別事例研究を超えた地理学的な観点からの一般化を試みるための議論

である。具体的には、災害の地理学的研究の枠組みを再検討し、自然と人文社会との両面

から地域の災害の全体像を捉える被災地域研究を再評価した。そして、1935（昭和 10）年

京都市大水害（京都市）、1934（昭和 9）年室戸台風（大阪市）、1938（昭和 13）年阪神大

水害（神戸市）を取り上げ、被災地域内の地域的差異とその要因を分析した。さらに、被

災地域研究の観点から各事例を相互に比較して共通点や相違点を分析し、1930 年代の都市

水害の時代性や地域性を考察した。ちなみに、第 2.2 図の災害の地理学的研究の枠組みの

中に本稿での試みを当てはめてみると、都市化のメカニズムや地形分類など系統地理学（第

2.2 図のア）や都市史などの先行研究の成果を援用しながら、1930 年代における都市水害
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の被害要因を分析するとともに（第 2.2 図のイ）、被災地域研究の観点から 1930 年代にお

ける都市水害の特徴の一般化を試みた（第 2.2 図のウ）ということになる。その結果は以

下のようにまとめられる。 

まず、第 2 章では災害の地理学的研究の枠組みを再検討した。地理学は系統地理学と地

誌学とに大きく分かれるが、これまでの地理学における災害研究は系統地理学およびその

成果を応用した応用地理学の中で進められてきた。今日の地理学における災害研究は飛躍

的に進展しているが、その多くは分析的な研究であり、ともすると災害の全体像を捉える

視点を見失いがちであった。しかし、本稿でこれまでの地理学における災害研究のレビュ

ーを試みた結果、地誌学的アプローチともいえる被災地域研究の視点が、災害の地理学的

研究の中で系統地理学的な研究に並ぶもう 1 つの軸として重要であることが示された。す

なわち、被災地域研究は過去の災害実態を自然と人間との関係の歴史的地理的文脈の中で

解明し、それを地誌的な「災害誌」としてまとめることで、災害対策を立てる上で必須と

なる災害現象の理解、あるいはそれが発生する地域の理解を促すことが期待できる。また、

ある程度地域的に類型化された「災害誌」を通して、災害の教訓も、単に研究対象地域だ

けでなく、他の同様の地域にも活かすことができると考えられる。 

次に、第 3 章では自治体が刊行した災害記録集としての災害誌の資料的価値を再検討し、

被災地域をより詳細に分析できる可能性を示した。また、災害誌に付された地図は測量さ

れた地図上に被災範囲が描かれている場合が多く、GIS を使って定量的な分析を施すこと

で分析結果の実証性を高められることも示した。また、1930 年代の大水害を契機に相次い

で作成された自治体の災害誌は、結果的に再分析に耐え得るだけの完成度を持っていたこ
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とも確認できた。これが刊行された時期は、第二次世界大戦後に本格化する総合的な学術

調査の前段階ではあるが、災害誌は災害を記録し、被災地域の行政担当者や住民に被災の

経験を伝える意義を強くもっていたことが窺える。このような資料は散逸するか、時代遅

れとして眠ったままになりがちであるが、今日の目からみても意義あるものであることが

再確認できた。今後は防災や減災の取り組みの中で積極的に活用されるべきであろう。 

さらに、本稿では分析に際して GIS を用いたが、その有効性も示し得た。たとえば、面

積計算とその集計によって水害被災地域の特徴を定量的に分析し、先行研究の成果ともほ

ぼ合致する結果が得られた。歴史 GIS の発展もあって歴史災害研究における GIS 利用は期

待される分野であるが、この点でも本稿が歴史災害研究において GIS 利用の意義を高める

ものであったと考えられる。 

そして、第 4 章から第 6 章にかけて実際に事例分析を行い、各事例について被災地域内

の地域的差異とその要因を明らかにした。すなわち、GIS を用いて被害に関する地理情報

をデータ化し、被害とその自然的・社会的要因とを重ね合わせ、面積計算などの定量的な

把握を通して被害の要因分析を試みた。その結果、大阪市と神戸市では明治時代以降都市

化の進展に伴って、開析谷や氾濫原、沿岸部の干拓地など水害に対して脆弱な地形条件の

地域に進出した市街地で、より大きな被害を受けたことがわかった。その一方で、かかる

一般的な傾向とは異なる局地的な被害の様相も確認できた。たとえば、河川の暗渠化や地

下水の過剰な汲み揚げなど人為的な要因が局地的な被害の拡大を招いた。京都市では都市

水害としての明瞭な傾向は認められず、むしろ、従来型の農業地域の水害も大きなもので

あったことも見出された。 
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後に、第 7 章は 1930 年代の都市で発生した大規模水害の実態を、3 都市の事例を比較

しながら分析した結果、今日に比べると防災技術の水準が低いという点を考慮に入れる必

要はあるが、開発が優先され災害対策が疎かにされるなど近代社会から現代社会への移行

期であるがゆえの不安定性も併せもちながら、1930 年代の都市水害は沿岸部や山麓部など

水害に対して脆弱な地域へ市街地が拡大した結果であることが判明した。この状況は第二

次世界大戦後の大規模水害の特徴と類似し、現代的な都市水害がすでに 1930 年代からみら

れたことを意味する。そして、誘因である自然現象の時代的地域的な特徴も併せて考察す

る必要はあるが、現代的な都市水害は、高度経済成長期に抱え込んだ諸矛盾が原因となっ

て新たに発生したものというよりも、1930 年代頃から時代ごとの都市化の特徴に合わせて、

ホットスポットを転移させてきたと捉える新たな近現代都市水害史像を提示することがで

きた。このホットスポットの転移現象の含意は、都市が現在に至るまでに経験してきた水

害は決して克服された過去のものではなく、現在の都市が内包している脆弱性として理解

するべきことにあると考えられる。したがって、政策的にはたとえば、古典的な都市水害、

大規模都市水害、新たな都市水害の 3 種類の都市水害ごとに災害時の想定を分けるなど、

過去の被災経験を踏まえ状況に応じた対策が立てられることが望まれる。 

このように、歴史災害研究への GIS 利用は個別事例研究の実証性を高めたし、被災地域

内をより詳細な地域スケールで検討することは、被害程度の差異を微地形や市街地化の時

期、局地的な要因など、より詳細な要因の複合的な結果として考察することができた。こ

れらの点は個別事例研究の深化に貢献できた点だと考えられる。また、被災地域内を類型

化することは、各事例研究を比較する上でも必要な手続きであった。そして、災害の地理
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学的研究の中の地誌学的アプローチともいえる被災地域研究において、複数の地域や事例

を比較考察する視点は、1930 年代の都市水害の特徴を一般化する上で有効に機能した。被

災地域研究の視点は歴史災害の個別事例研究を深化させるとともに、歴史災害の個別事例

を一般化する上でも有効であり、歴史災害研究の発展に寄与するものであるといえる。 

 

 第 8.2 節 今後の課題 

 今後の課題としては、まずは資料の問題が挙げられる。1930 年代の大水害を契機に相次

いで作成された自治体の災害誌は、結果的に再分析に耐え得るほどの完成度をもっていた。

ただし、系統的に作成されていない部分もあり、定量的な分析に有効に結びつけられなか

った面もある。これは当時の調査・研究レベルの限界によるものであるといわざるを得な

い。とりわけ被災地域をより詳細な地域スケールで検討する場合には、自治体の作成した

災害誌や災害資料だけでは限界がある。そこで、本稿で検討したスケールよりもミクロな

街区単位でみていこうとすると、地区に残された記録や被災地域の住民の日記など他の資

料も必要であり、そのような資料の掘り起こしが課題である。また、災害誌に掲載された

データの作成方法などについても未解明の点が多くあり、編纂の際に利用された諸資料の

確認など、作成の経緯を明らかにする研究も課題であろう。 

次に、本稿では 1930 年代の都市水害として京都市と大阪市、神戸市を取り上げ、第二次

世界大戦後の枕崎台風による呉市の土砂災害や伊勢湾台風による名古屋市の高潮災害など

と同様の特徴をもつものであるという見通しを示した。しかし、実際にはさらなる検証の

余地が残されている。その際、とくに戦後の事例に関しては戦災など戦時期の様々な影響
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を丁寧に検討する必要がある。また、本稿で同時代として規定した 1930 年代から 1950 年

代にかけての災害対応についても触れておく必要があるだろう。この時期の大規模な水害

への対応は公害問題 305）などと同様、都市問題の 1 つとして浮上してきたものと考えられ

る。それは、国庫補助を求める陳情活動がみられたことや「百年の大計」として復興計画

が立てられたことなど、各都市で共通する現象が認められたからである。このような災害

対応の都市間比較なども今後の課題である。 

さらに、災害過程をどのように記述するか説明枠組みの検討も必要である。本稿の第 7

章でいくつかの既存の説明枠組みを提示した。それぞれの特長や問題点を詳細に検討し、

被災地域を自然と人文社会との関係から説明するための適切な枠組みを構築する必要があ

るだろう。とくに本稿でも参照した Mitchell のコンテクスト・モデル（第 7.2 図）は、本

来、自然素因や社会素因、災害対応、被害の各要素を単線的につなぐのではなく、各要素

にフィードバックすることが念頭に置かれている。このような本稿で捨象した点など改め

て検討する必要がある。 

後に、被災地域研究ひいては災害の地理学的研究の目標を掲げて終わりたい。今後は、

個別の分析的な研究を蓄積するだけでなく、類型化された被災地域を自然と人文社会との

関係を軸に総合的に記述した「災害誌」を編纂し、それを社会に発信していくことも求め

られる。かりに、「災害誌」が完成すれば、『日本歴史災害事典』など他の類書とは一線を

画した地理学ならではの成果物として独自性をもつだろう。この編纂には様々な困難が予

想されるが、このような目標を掲げ地理学の叡智を結集することが、日本ひいては世界の

災害文化の構築にとって少なくない貢献をもたらすことになると思われる。 
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第 2.1 表 被災地域研究の類型 

 
対象とする地域 

単数 複数 

対象と 
する災 
害事例 

単数 
①1つの地域の1つの災害を

対象とする研究 
②1 つの災害について複数

の地域を対象とする研究 

複数 
③1 つの地域について複数

の災害を対象とする研究

④複数の地域の複数の災害

を対象とする研究 

 

 

第 2.2 表 稲見悦治の内容別著書論文数 

内容 論文等の数 構成比（％）

自然と人文 15  13.8   
都市 44  40.4   

災害・公害 22  20.2   
その他 28  25.7   

合計 109  100.0   

 

 

 

第 2.1 図 稲見悦治の都市災害研究の枠組み 
図中のア～ウは本文 20～21 頁のア～ウに対応する。 

 

  



 

 

第 2.2 図 災害の地理学的研究の枠組み 

 

 

 

第 3.1 図 1875～2010 年までの水害被害額および死者数の推移 
2010 年版『水害統計』所収の「参考統計表」より作成。 
金額は 2000 年価格。 

 

  



 

 

第 3.2 図 道府県別 14 ヶ年ごとの年平均水害被害額 
（a）は 1892 年から 1905 年まで、（b）は 1906 年から 1920 年まで、（c）は 1921 年から 1935 年まで。 

『大日本帝国統計年鑑』より作成。1918 年と 1922 年のデータは欠損。 
金額は 2000 年価格。 

 

 

  



 

 

第 3.3 図 各年次の 1 人あたり水害被害額 
『大日本帝国統計年鑑』および国勢調査より作成。1922 年のデータは欠損。 
金額はすべて 2000 年価格に換算したものである。 

 

  



第 3.1 表 府県の総人口に占める DID 人口の割合 

府県 
1920 年 
（％） 

1930 年

（％）

1940 年

（％） 
1920 年に対する 1940

年の DID 人口比 
東京 86.2 92.5 95.6 2.2 

神奈川 55.2 60.9 67.7 2.0 
愛知 37.1 45.2 50.6 2.0 
京都 55.1 62.9 67.7 1.6 
大阪 74.9 80.2 88.8 2.2 
兵庫 44.0 47.6 51.4 1.6 
福岡 42.0 43.0 46.9 1.6 

全国 30.1 34.7 39.7 1.7 
全国には沖縄県を除く。 
国勢調査および大友篤『日本都市人口分布論』、大明堂、1979、89 頁より

作成。 

 

 

第 4.1 図 地域概観図 
陰影起伏は、「Arc GIS データコレクションスタンダードパック 2012」（ESRI ジャパン）を用いた。 
主要河川は基図からトレースしたものである。なお、基図は、陸軍参謀本部陸地測量部によって測量され

た 25,000 分の 1 地形図で、1922 年測量、1929 年鉄道補入の「京都西南部」と、1922 年測量、1930 年鉄道

補入の「京都西北部」、「京都東北部」、「京都東南部」である。 
京都市域は数値地図 2500（空間データ基盤）を修正したものを用いた。  



 

第 4.1 表 1935 年京都市大水害における京都市の被害 

区名 
家屋総数 
（戸） 

被害家屋数（戸） 
被災率

（％）

死傷者数（名） 

全壊 半壊 流失 
床上

浸水

床下

浸水
合計 死亡 重傷 軽傷 合計

上京区 48,932 9 76 26 530 6,672 7,313 14.9 2 1 2 5
左京区 22,402 11 43 68 1,123 4,623 5,868 26.2 3 3 2 8
中京区 32,042 1 13 3 1,444 6,640 8,101 25.3 1 1 1 3
東山区 24,407 4 11 0 778 1,746 2,539 10.4 0 4 3 7
下京区 42,505 2 27 4 5,878 6,496 12,407 29.2 3 23 17 43
右京区 16,146 8 78 84 2,490 4,199 6,859 42.5 2 8 5 15
伏見区 18,288 0 12 2 92 578 684 3.7 1 1 0 2

合計 204,722 35 260 187 12,335 30,954 43,771 21.4 12 41 30 83
家屋総数は『第 26 回京都市統計書』（京都市、1936 年）の数値（1934 年 12 月末現在）を用いた。 
被害家屋数および死傷者数は、『京都市水害誌』（京都市、1936 年）を用いた。 
被災率は（被害家屋数の合計÷家屋総数）×100 で算出した。 

 

第 4.2 表 地形分類対照表 

植村（1999）の地形分類 本研究の地形分類

基盤山地 山地 
丘陵（大阪層群） 丘陵地 

高位段丘 
段丘 低位段丘 

中位段丘 
扇状地Ⅰ 

扇状地 
扇状地Ⅱ 
氾濫原Ⅰ 

氾濫原 
氾濫原Ⅱ 

自然堤防と古い盛土地 
微高地 

天井川沿いの微高地 
谷底平野 

谷底低地 低湿な谷底低地・ 
盛土平坦化地 

旧河道 旧河道 
排水不良の低湿地 

氾濫原 干拓地 
溜池および水域の埋立地

水域 水域 
旧河道は一部谷底低地に、溜池および水域の埋立地

の一部は、周辺の地形にあわせて分類したところも

ある。 

 

  



 

第 4.2 図 各種被害の分布 
浸水域は、『京都市水害誌』（京都市、1936 年）付図の「京都市全図 被害状況図（昭和十年六月二十九日）」

より作成した。 
基図は、陸軍参謀本部陸地測量部によって測量された 25,000 分の 1 地形図で、1922 年測量、1929 年鉄道

補入の「京都西南部」と、1922 年測量、1930 年鉄道補入の「京都西北部」、「京都東北部」、「京都東南部」、

1922 年測量、1931 年部分修正の「淀」、「雲ヶ畑」、1922 測量の「宇治」、「大原」である。 



 

第 4.3 表 地形別の浸水域 

地形  
浸水

あり

浸水

なし
合計

相対 
リスク

P 値 

山地・ 
丘陵地 

面積（km2） 0.1 148.3 148.5
0.01 0.000* 

面積比（％） 0.1 99.9 100.0

段丘 
面積（km2） 1.5 21.5 23.0

0.52 0.003* 
面積比（％） 6.5 93.5 100.0

扇状地 
面積（km2） 7.8 41.2 49.0

1.28 0.013 
面積比（％） 16.0 84.0 100.0

氾濫原 
面積（km2） 20.7 22.0 42.7

3.90 0.000* 
面積比（％） 48.5 51.5 100.0

微高地 
面積（km2） 1.9 2.2 4.2

3.71 0.000* 
面積比（％） 46.2 53.8 100.0

谷底低地 
面積（km2） 0.6 6.9 7.4

0.62 0.289 
面積比（％） 7.8 92.2 100.0

旧河道 
面積（km2） 2.1 2.8 5.0

3.46 0.000* 
面積比（％） 43.1 56.9 100.0

市域合計 
面積（km2） 34.8 245.0 279.8

1.00  
面積比（％） 12.4 87.6 100.0

地形分類項目の内、水域 10.5km2は分析から除外した。 
面積の数値は小数点第 2 位で四捨五入したため、「浸水あり」と「浸水なし」

の和が合計値と一致するとは限らない。 
P 値は有意確率（両側、Fisher の直接法）で、*は 5％水準で有意を表してい

る。 
相対リスクは、各地形における「浸水あり」の面積比／「市域合計」の「浸

水あり」の面積比。 

 

  



 

第 4.3 図 浸水域と地形 
浸水域は『京都市水害誌』（京都市、1936 年）付図の「京都市全図 被害状況図（昭和十年六月二十九日）」

より作成した。 
地形分類図は、植村が作成した「京都盆地の地震災害危険度マップ」を修正したものである。同図の出典

は、植村善博『京都の地震環境』、ナカニシヤ出版、1999、118 頁。  



 

第 4.4 表 市街地化の状態ごとの浸水域 

市街地化 
の状態 

 
浸水

あり

浸水

なし
合計

相対 
リスク 

P 値 

非市街地 
面積（km2） 29.5 67.0 96.5

1.16 0.095* 
面積比（％） 30.5 69.5 100.0

旧市街地 
面積（km2） 0.8 9.1 9.9

0.30 0.287 
面積比（％） 7.9 92.1 100.0

新市街地 
面積（km2） 3.2 17.1 20.4

0.60 0.275 
面積比（％） 15.9 84.1 100.0

市域合計 
面積（km2） 33.5 93.3 126.8

1.00  
面積比（％） 26.4 73.6 100.0

非市街地とは山地・丘陵地面積を除いたものである。 
面積の数値は小数点第 2 位で四捨五入したため、「浸水あり」と「浸水なし」の和

が合計値と一致するとは限らない。 
P 値は有意確率（両側、Fisher の直接法）で、*は 10％水準で有意を表している。 
相対リスクは市街地化の状態ごとにおける「浸水あり」の面積比／「市域合計」の

「浸水あり」の面積比。 

 

  



 

第 4.4 図 浸水域と市街地 
浸水域は『京都市水害誌』（京都市、1936 年）付図の「京都市全図 被害状況図（昭和十年六月二十九日）」

より作成した。 
市街地化の状態は 1887（明治 20）年前後に測量された 20,000 分の 1 仮製図、1922（大正 11）年測量、1929
（昭和 4）～1931（昭和 6）年修正の 25,000 分の 1 地形図を用いて作成した。 

  



 

 

第 5.1 図 研究対象地域 
地形分類は国土交通省による土地分類基本調査（土地履歴調査）の調査成果として提供されている GIS デ

ータ（2012（平成 24）年度調査の「大阪西北部」、「大阪西南部」、「大阪東北部」、「大阪東南部」）を使用

した。 
http://nrb-www.mlit.go.jp/kokjo/inspect/landclassification/land/land_history_2011/index.php （閲覧日 2014 年 7
月 8 日）。 
区界は 1932（昭和 7）年当時のものである。基図は陸軍参謀本部陸地測量部によって測量された 25,000 分

の 1 地形図で、いずれも 1932 年部分修正測図の「大阪西北部」、「大阪西南部」、「大阪東北部」、「大阪東南

部」である。 

 

  



 

 

第 5.2 図 台風の進路 
中央気象台編『室戸台風調査報告』（中央気象台彙報第 9 冊）（中央気象台、1935）の第 1 図「室戸台風の

経路其他」に加筆した。 

 
第 5.1 表 府県別の被害 

府県名 

人的被害（名） 
人口 
総数 

（名） 

人的 
被害率

（％）

世帯被害（世帯） 
世帯 
総数 

（世帯） 

世帯 
被害率

（％）

死者・ 
行方不

明者 

負傷

者 
合計 

全 半

壊 流

失 

床上床

下浸水
合計 

大 阪 1,888 9,008 10,896 3,921,800 0.28 34,200 183,740 217,940 898,059 24.3
京 都 233 1,771 2,004 1,669,200 0.12 6,022 3,911 9,933 353,587 2.8
兵 庫 261 1,418 1,679 2,798,600 0.06 10,533 67,876 78,409 611,066 12.8
和歌山 37 434 471 865,100 0.05 2,501 4,010 6,511 184,753 3.5
高 知 122 508 630 742,500 0.08 3,194 2,691 5,885 156,373 3.8
徳 島 39 345 384 737,800 0.05 4,273 23,158 27,431 145,835 18.8
岡 山 152 420 572 1,320,100 0.04 4,461 46,043 50,504 281,761 17.9

全 国 3,066 15,361 18,427 68,194,900 0.03 83,611 392,023 475,634 13,504,364 3.5
本表の被害実数は内務省警保局発表の暴風雨被害状況調査票（1934（昭和 9）年 11 月 24 日まで判明分）による。出典は中

央気象台編『室戸台風調査報告』、中央気象台、1935、276-279 頁。 
人口総数は 1934 年 10 月 1 日現在の推計人口を使用した。出典は内閣統計局編『第五十四回日本帝国統計年鑑』、東京統計

協会、1935、20 頁（統計表）。 
世帯総数は 1935 年国勢調査の結果（1935（昭和 10）年 10 月 1 日現在）による。出典は内閣統計局編『第五十八回大日本

帝国統計年鑑』、東京統計協会、1941、10 頁（統計表）。 
人的被害率および世帯被害率は、人的被害または世帯被害の合計値÷人口総数または世帯総数。 

 

  



 
第 5.2 表 大阪府内市区郡別の被害 

市区 
郡名 

人的被害（名） 
人口 
総数 
（名） 

人的 
被害率

（％） 

世帯被害（世帯） 
世帯 
総数 

（世帯） 

世帯 
被害率

（％）

死者・ 
行方不

明者 

負傷

者 
合計 

全半壊

流失 
床上床

下浸水 
合計 

大阪 1,062 5,640 6,702 2,722,700 0.25 9,572 172,343 181,915 602,600 30.2
水上 105 159 264 - - - - - - -

  東 21 130 151 161,300 0.09 155 120 275 29,000 0.9
  西 1 22 23 122,800 0.02 44 10,708 1,0752 23,200 46.3
  南 1 24 25 118,500 0.02 31 373 404 23,200 1.7
  北 3 140 143 230,300 0.06 513 1,415 1,928 49,800 3.9
  港 23 1,380 1,403 308,400 0.45 579 59,218 59,797 73,600 81.2
 大正 131 1,147 1,278 118,500 1.08 922 26,587 27,509 27,000 101.9
 此花 241 680 921 201,200 0.46 1,552 38,220 39,772 46,400 85.7
 浪速 0 72 72 140,500 0.05 245 8,563 8,808 30,500 28.9
 住吉 55 400 455 238,500 0.19 1,237 1,171 2,408 53,300 4.5
天王寺 18 86 104 117,000 0.09 51 0 51 25,200 0.2
東成 109 293 402 273,900 0.15 697 1,418 2,115 63,000 3.4
旭 58 199 257 132,200 0.19 1,209 2,929 4,138 29,900 13.8

西成 17 298 315 191,900 0.16 1,126 2,688 3,814 44,000 8.7
東淀川 31 162 193 201,700 0.10 658 826 1,484 46,200 3.2
西淀川 248 448 696 166,000 0.42 553 18,107 18,660 38,300 48.7
堺 417 1,043 1,460 128,924 1.13 2,140 6,123 8,263 31,532 26.2

岸和田 6 12 18 38,027 0.05 205 1,447 1,652 8,632 19.1
三島 104 515 619 134,594 0.46 1,144 0 1,144 27,739 4.1
豊能 80 334 414 113,469 0.36 3,540 1 3,541 24,044 14.7
泉北 28 211 239 152,988 0.16 1,909 2,996 4,905 30,830 15.9
泉南 14 99 113 162,300 0.07 1,082 830 1,912 31,754 6.0
南河内 12 122 134 140,539 0.10 794 0 794 27,047 2.9
中河内 54 326 380 220,224 0.17 1,965 0 1,965 48,225 4.1
北河内 111 706 817 119,520 0.68 1,653 0 1,653 23,902 6.9

総 計 1,888 9,008 10,896 3,933,285 0.28 24,004 183,740 207,744 856,305 24.3
本表の被害実数は 1934（昭和 9）年 10 月 20 日現在の調査による。出典は大阪府編『大阪府風水害誌』、大阪府、1935、9-10
頁。水上とは水上生活者のことをいう。 
人口総数及び世帯総数は 1934 年 10 月 1 日現在の現住人口である。出典は大阪府編『昭和九年大阪府統計書』、大阪府、1936、
42 頁（統計表）。 
人的被害率および世帯被害率の算出方法は第 5.1 表に同じ。 

 

  



 

 

第 5.3 図 高潮の潮位の分布 
観測地点および潮位のデータは『大阪市風水害誌』（大阪市、1935）付図の「浸水地水位等高線図」（縮尺

約 85,000 分の 1）および本文の「浸水地域の地盤高と浸水高位」（105-109 頁）を用いた。 
区界および主要河川の出典は第 5.1 図に同じ。 

 

  



 

 

第 5.4 図 浸水・人的被害率の分布と土地条件 
浸水深のデータは『大阪市風水害誌』（大阪市、1935）付図の「浸水地水位等高線図」（縮尺約 85,000 分の

1）および本文の「浸水地域の地盤高と浸水高位」（105-109 頁）を用いた。 
人的被害率は各警察署管内別の死者・行方不明者・負傷者の合計値（出典は「昭和 9 年 9 月 21 日の関西風

水害に関する被害統計」、地震研究所彙報別冊 2、1935、299-301 頁）を当時の警察署管内人口（1933（昭

和 8）年 12 月末日調べ。出典は大阪府警察部編『昭和八年大阪府警察統計書』、大阪府警察部、1934、68-69
頁（戸口））で割った値を百分率に換算した。 
各警察署管区域は『昭和七年大阪府警察統計』（大阪府警察部、1933）付図の第 1 図「市部警察署位置并管

轄区域図」（1933 年 4 月末日現在）を参照した。 
干拓地の出典は第 5.1 図に同じ。また、埋立地の出典は陸軍参謀本部地測量部によって測量された 20,000
分の 1 仮製図「天保山」（1885 年測量）、「天王寺」（1886（明治 19）年測量）、「金田村」（1887（明治 20）
年測量）、「尼崎」（1898（明治 31）年修正）、「堺」（1898 年修正）、「大阪」（1899 年修正）である。 

  



 
第 5.3 表 土地条件別の浸水面積 

  
近世以前か 
らの陸地 

水域 干拓地 埋立地 合計 

大阪市内

（①） 
面積（km2） 131.4   19.3 26.0 8.1  184.8  
面積比（％） 71.1   10.4 14.1 4.4  100.0  

浸水域（②）
面積（km2） 15.4   0.0 25.9 8.1  49.4  
面積比（％） 31.2   0.0 52.4 16.4  100.0  

②÷①×100（％） 11.7   0.0 99.6 100.0  26.7  
本稿で作成した GIS データの面積計算の結果を用いて算出した。 

 

 

 

第 5.5 図 土地条件別の浸水深 
本稿で作成した GIS データの面積計算の結果を用いて算出した。 

 

  



 

 
第 6.1 図 研究対象地域 

河川や鉄道、神戸市界は『神戸市水害誌附図』（神戸市、1939）の「河川別災害地図」よりトレースして作

成した。 
等高線は 2000（平成 12）年国土地理院より発行された数値地図 50m（標高）より作成した 50m 間隔のも

のである。 
図中の□はそれぞれ第 6.6 図、第 6.7 図、第 6.8 図の範囲を表している。 

  



 

 

第 6.2 図 家屋被害分布 
『神戸市水害誌附図』（神戸市、1939）の「河川別災害地図」より作成した。 
家屋被害は「河川別災害地図」から得られた流出家屋と全壊家屋、半壊家屋に関する情報を合わせたもの

のことである。 

  



 

 

第 6.3 図 浸水域分布 
『神戸市水害誌附図』（神戸市、1939）の「河川別災害地図」より作成した。 

  



 

 
第 6.4 図 地形分類図 

旧版地形図や既往研究の成果、土地条件図、数値地図 50m メッシュ（標高）を用いて作成した。 

  



 

 

第 6.5 図 家屋被害分布と明治中期の市街地 

基図は陸軍参謀本部地測量部によって測量された 20,000 分の 1 の仮製図で、1885（明治 18）年測量の「神

戸」、「須磨村」と、1886（明治 19）年測量の「帝釈山」、「兵庫」、「六甲山」である。 
家屋被害は「河川別災害地図」から得られた流出家屋と全壊家屋、半壊家屋に関する情報を合わせたもの

のことである。 

  



 

 
第 6.6 図 旧生田川周辺部の被害 

流出家屋ならびに全壊家屋、半壊家屋は『神戸市水害誌附図』（神戸市、1939）の「河川別災害地図」より

作成した。 
地形分類図は旧版地形図や既往研究の成果、土地条件図、数値地図 50m メッシュ（標高）を用いて作成し

た。 

 

  



 

 

第 6.7 図 旧湊川周辺部の被害 
流出家屋、全壊家屋、半壊家屋および地形分類図の出典は第 6.6 図に同じ。 

 

  



 

 

第 6.8 図 神戸市東部の被害 
流出家屋、全壊家屋、半壊家屋および地形分類図の出典は第 6.6 図に同じ。 

 
  



 
第 7.1 図 災害の発生連鎖モデル 

水谷武司『自然災害調査の基礎』、古今書院、1993、8 頁を一部改編。 

 

 
第 7.2 図 コンテクスト・モデル 

ジェイムス K．ミッチェル編、中林一樹監訳『巨大都市と変貌する災害』、古今書院、2006、15-52 頁よ

り作成。 

  



 

 
第 7.3 図 京都市大水害の京都市における被災地域の特徴 

  



 

 
第 7.4 図 室戸台風の大阪市における被災地域の特徴 

  



 

 
第 7.5 図 阪神大水害の神戸市における被災地域の特徴 

 

  



 
第 7.6 図 京都市・大阪市・神戸市における都市化と水害の関係 
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